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食品，添加物等の規格基準 

第３ 器具及び容器包装 
Ａ 器具若しくは容器包装又はこれらの原材料一般の規格 

１ 器具は，銅若しくは鉛又はこれらの合金が削り取られるおそれのある構造であつて
はならない。 

２ 食品に接触する部分に使用するメッキ用スズは，鉛を０．１％を超えて含有しては
ならない。 

３ 鉛を０．１％を超えて又はアンチモンを５％以上含む金属をもつて器具及び容器包
装の食品に接触する部分を製造又は修理してはならない。 

４ 器具若しくは容器包装の食品に接触する部分の製造又は修理に用いるハンダは，鉛
を０．２％を超えて含有してはならない。 

５ 器具又は容器包装は，食品衛生法施行規則（昭和２３年厚生省令第２３号）別表第
１に掲げる着色料以外の化学的合成品たる着色料を含むものであつてはならない。た
だし，着色料が溶出又は浸出して食品に混和するおそれのないように加工されている
場合はこの限りでない。 

６ 電流を直接食品に通ずる装置を有する器具の電極は，鉄，アルミニウム，白金及び
チタン以外の金属を使用してはならない。ただし，食品を流れる電流が微量である場
合にあつては，ステンレスを電極として使用することは差し支えない。 

７ 紙（板紙を含む。以下この款において同じ。）製の器具又は容器包装であつて，紙
中の水分又は油分が著しく増加する用途又は長時間の加熱を伴う用途に使用されるも
のには，古紙を原材料として用いてはならない。ただし，紙中の有害な物質が溶出又
は浸出して食品に混和するおそれのないように加工されている場合にあつては，この
限りでない。 

８ 食品衛生法施行令第１条に規定された材質の原材料であつて、これに含まれる物質
（その物質が化学的に変化して生成した物質を除く。以下同じ。）ごとに定める当該
原材料を使用して製造される器具若しくは容器包装に含有されることが許容される量
又は器具若しくは容器包装から溶出し、若しくは浸出して食品に混和することが許容
される量（以下「含有量等」という。）は、別表第１のとおりとする。ただし、着色
料として使用される場合にあつてはこの限りでない。なお、別表第１に掲げる原材料
であつて、これに含まれる物質は、次に定めるところによらなければならない。 



 

（１） 別表第１第１表（１）、（２）及び（３）の表の物質名欄に掲げる合成樹脂
の原材料であつて、これに含まれる物質の含有量等は、制限がないものとする。た
だし、器具若しくは容器包装が同表（１）若しくは（２）の表の食品区分欄に使用
が可能な食品として定められていない食品に使用される場合（同表（１）若しくは
（２）の表に掲げる物質が食品に接触する部分に使用されない場合を除く。）又は
器具若しくは容器包装が同表（１）若しくは（２）の表の最高温度欄に掲げる許容
される最高温度を超えて使用される場合においては、同表（１）若しくは（２）の
物質名欄に掲げる物質は同表の特記事項欄において特段の定めがある場合を除き、
当該器具若しくは容器包装の原材料として使用されてはならない。 

（２） 基ポリマー（材質の基本をなすものをいう。）は、別表第１第１表（１）又
は（２）の表の物質名欄に掲げる物質により構成されなければならない。ただし、
同表（１）又は（２）の表の物質名欄に掲げる物質を９８％を超えて含み、それ以
外の部分は同表（３）の表に掲げる物質で構成される場合は、この限りでない。 

（３） 別表第１第１表（２）の表の物質名欄に掲げる物質は、塗膜として使用され
るものでなければならない。 

（４） 別表第１第２表の表の物質名欄に掲げる物質は、同表の特記事項欄において
特段の定めがある場合を除き、別表第１第１表（１）又は（２）の表の物質名欄に
掲げる物質に対して、同表中の合成樹脂区分欄に定められた合成樹脂区分に該当す
る別表第１第２表の表の区分別使用制限欄に掲げる量を超えて器具又は容器包装の
原材料として使用されてはならない。 

Ｂ 器具又は容器包装一般の試験法 
次に示すもの以外は，第２ 添加物の部Ｂ 一般試験法の項に示すものを用いる。規

定の方法に代わる方法で，それが規定の方法以上の精度のある場合は，その方法を用い
ることができる。ただし，その結果について疑いのある場合は，規定の方法で最終の判
定を行う。 
１ 過マンガン酸カリウム消費量試験法 

過マンガン酸カリウム消費量試験法は，所定の方法によつて試料から水に移行する
物質中に存在している過マンガン酸カリウムによつて酸化される物質の量を測定する
試験法である。 
操作法 

三角フラスコに水１００ｍＬ、硫酸（１→３）５ｍＬ及び０．００２ｍｏｌ／Ｌ過
マンガン酸カリウム溶液５ｍＬを入れ、５分間煮沸した後、液を捨て水で洗う。この
三角フラスコに試験溶液１００ｍＬを採り、硫酸（１→３）５ｍＬを加え、更に０．
００２ｍｏｌ／Ｌ過マンガン酸カリウム溶液１０ｍＬを加え、加熱して５分間煮沸す
る。次いで、加熱をやめ、直ちに０．００５ｍｏｌ／Ｌシュウ酸ナトリウム溶液１０



 

ｍＬを加えて脱色した後、０．００２ｍｏｌ／Ｌ過マンガン酸カリウム溶液で微紅色
が消えずに残るまで滴定する。 

別に同様な方法で空試験を行い、次式により過マンガン酸カリウム消費量を求め
る。 

過マンガン酸カリウム消費量（μｇ／ｍＬ）＝（（ａ－ｂ）×０．３１６×ｆ×１，０
００）／１００ 
ただし、ａ：本試験の０．００２ｍｏｌ／Ｌ過マンガン酸カリウム溶液の滴定量

（ｍＬ） 
ｂ：空試験の０．００２ｍｏｌ／Ｌ過マンガン酸カリウム溶液の滴定量

（ｍＬ） 
ｆ：０．００２ｍｏｌ／Ｌ過マンガン酸カリウム溶液のファクター 

２ キシレン可溶物試験法 
試料５．００±０．００５ｇを精密に量り、温度計及び還流冷却器を装置した２，０

００ｍＬの二頚（けい）フラスコに採り、キシレン１，０００ｍＬを加え、これにガ
ラス製沸騰石を投入した後急速に加熱し、沸騰開始後は還流が起こる程度に加熱を続
ける。２時間還流後フラスコを５０℃まで冷却し、更に冷水により２５～３０℃まで
の温度に急速に冷却した後、２５±１℃の恒温槽中に一夜放置する。 

次に、抽出液をろ紙、更にガラスろ過器を用いてろ過し、最初のろ液４５０～５０
０ｍＬを重量既知の１，０００ｍＬの三角フラスコ中に採り、これを精密に量り、こ
のろ液の重さ（ｇ）をＷ１とする。三角フラスコ中にかくはん子を入れ冷却管に連結
後、窒素を毎分２～３Ｌの速度で吹き込み、かくはんしながら毎分１２～１３ｍＬの
速度で留去する。 

フラスコ中の溶液が３０～５０ｍＬとなったとき、これを重量既知の乾燥蒸発皿に
採り、フラスコを約１５ｍＬずつのキシレンで２回洗浄し、洗液は蒸発皿に合わす。
次に、蒸発皿上に静かに窒素気流を送り、過熱しないよう注意しながら熱板上で蒸発
乾固させる。蒸発皿を真空デシケーター中で１２時間放冷した後、蒸発残渣（さ）量
を精密に量り、この残渣（さ）量（ｇ）をＷ２とし、次式によりキシレン可溶物を求め
る。 

キシレン可溶物（％） 
＝（（Ｗ２－Ｗ３）／Ｗ１）×（（ρ×１０３）／試料（ｇ））×１００ 

Ｗ３：試験溶液と同量の溶剤について得た空試験時の残渣（さ）量（ｇ） 
ρ：キシレンの密度 

３ 強度等試験法 
持続耐圧試験 

容器包装に希硫酸（持続耐圧試験用）を内容積の９５％まで満たし、炭酸水素ナ



 

トリウムを希硫酸（持続耐圧試験用）１００ｍＬにつき１．５ｇの割合で、溶液に
触れないように容器包装に入れ、密栓又は密封した後、炭酸水素ナトリウムを完全
に溶解させる。これを４５±２℃に保った温水中に入れ、２時間放置して、ガス漏れ
の有無を調べる。 

持続耐減圧試験 
容器包装に、製品を充填するときと同じ温度に加熱した熱水を満たした後、直ち

に密栓する。これを、２５±５℃に保ったメチレンブルー試液（ピンホール試験用）
中に入れ、２時間放置した後、取り出して水洗する。 

次に、容器包装内の水２５ｍＬをピペットを用いて５０ｍＬのネスラー管に採
り、白色を背景として上方及び側方から観察し、メチレンブルーの着色の有無を調
べる。 

耐圧試験 
密封した容器包装に直径５～１０㎜の穴をあけ，空気漏れのないように送気用ノ

ズルを装着し，これに圧力計及び圧縮機を接続する。次に，圧縮機を作動させ２９
４ｋＰａまで加圧を行い，空気漏れの有無を調べる。 

耐圧縮試験 
内容物又は水を満たし密封した容器包装をＡ図のように置き，次の表の第１欄に

掲げる総重量のものにつきそれぞれ第２欄に掲げる荷重を１分間かけ，内容物又は
水の漏れの有無を調べる。ただし，箱状の容器包装の場合は，Ｂ図のように置くこ
ととする。 



 

 
 



 

第１欄 第２欄 

 １００ｇ未満 ２０㎏ 

１００ｇ以上 ４００ｇ未満 ４０㎏ 

４００ｇ以上 ２，０００ｇ未満 ６０㎏ 

２，０００ｇ以上  ８０㎏ 

耐減圧試験 
密栓又は密封した容器包装に真空度計の針を差し込み，空気漏れがないように固

定し，これを真空ポンプに接続する。次に，真空ポンプを作動させて２６．７ｋＰ
ａまで減圧を行い，空気漏れの有無を調べる。 

突き刺し強度試験 
試料を固定し，試料面に直径１．０㎜，先端形状半径０．５㎜の半円形の針を毎

分５０±５㎜の速度で突き刺し，針が貫通するまでの最大荷重を測定する。 
内圧強度試験 

内容物又は水を満たし密封した容器包装に針を差し込み，空気漏れがないように
固定し，これに圧力計及び圧縮機を接続する。次に圧縮機を作動させ，毎分１±０．
２Ｌの流量で空気を送入し，容器包装が破裂したときの最大圧力を読み取る。 

熱封かん強度試験 
密封した容器包装の熱封かんした部分を次の図のように切りとつて開き，その開

いた両端を毎分３００±２０㎜の速度で引つ張り，熱封かん部がはく離するまでの最
大荷重を測定する。 



 

 
破裂強度試験 



 

試料を図のように固定し、圧力室へ毎分９５±１０ｍＬの割合でグリセリンを注入
し圧力を加え、破れが生じるまでの最大値を測定する。 



 

 
ピンホール試験 



 

容器包装にメチレンブルー試液（ピンホール試験用）を満たし，これを３０分間
静置した後，ピンホールの有無を調べる。 

封かん試験 
密封した容器包装の側面又は底面の中央に直径５～１０㎜の穴をあけ，空気漏れ

のないように，送気用ノズルを装着し，これに圧力計及び圧縮機を接続する。次
に，圧縮機を作動して１０秒間で１３．３ｋＰａまで加圧を行い，空気漏れの有無
を調べる。 

落下試験 
内容物又は水を満たして密栓又は密封した容器包装を，次の表の第１欄に掲げる

総重量のものにつきそれぞれ第２欄に掲げる落下高さよりコンクリート床面上に容
器包装の底面部又は平面部が当たるように２回落下させ，内容物又は水の漏れの有
無を調べる。 

 

第１欄 第２欄 

 １００ｇ未満 ８０㎝ 

１００ｇ以上 ４００ｇ未満 ５０㎝ 

４００ｇ以上 ２，０００ｇ未満 ３０㎝ 

２，０００ｇ以上   ２５㎝ 

漏水試験 
内容物を満たして密栓又は密封した容器包装を，４５±２℃の恒温槽中に２４時間

横向きに放置し，内容物の漏れの有無を調べる。 
４ 原子吸光光度法 

原子吸光光度法は，光が原子蒸気層を通過するとき基底状態の原子が特有波長の光
を吸収する現象を利用し，試験溶液中の被検元素量の濃度を測定する方法である。 
装置 

通例、光源部、試料原子化部、分光部、測光部及び表示記録部からなる。また、バ
ックグラウンド補正部を備えたものもある。光源部には中空陰極ランプ、輝度ラン
プ、キセノンランプ等を用いる。試料原子化部はフレーム方式ではバーナー及びガス
流量調節器、電気加熱方式では電気加熱炉及び電源部からなる。分光部には回折格子
又は干渉フィルターを用いる。測光部は検出器及び信号処理系からなる。表示記録部
にはディスプレイ、記録装置等からなる。バックグラウンド補正部は、バックグラウ
ンドを補正するためのもので、方式には連続スペクトル光源方式、ゼーマン方式、非
共鳴近接線方式及び自己反転方式がある。 
標準溶液 



 

別段の規定があるもののほか，被検元素に対応する標準溶液を用いる。 
操作法 

別段の規定のあるもののほか、次のいずれかを用いる。 
（１） フレーム方式 光源ランプ（被検元素に対応したものを用いる。）を点灯

させ、分光器を被検元素に対応する分析波長に合わせる。適当な電流値とスリッ
ト幅に設定し、ガス（アセチレンガス又は水素を用いる。）に点火した後、ガス
及び圧縮空気の流量を調節し、溶媒をフレーム中に噴霧してゼロ合わせを行う。
次に、試験溶液又は被検元素の標準溶液をフレーム中に噴霧し、その吸光度を測
定する。 

（２） 電気加熱方式 光源ランプ（被検元素に対応したものを用いる。）を点灯
させ、分光器を被検元素に対応する分析波長に合わせた後、適当な電流値とスリ
ット幅に設定する。次に試験溶液又は被検元素の標準溶液の一定量を電気加熱炉
に注入し、適当な流量のフローガスを流し、適当な温度、時間及び加熱モードで
乾燥させ、灰化させた後、原子化させ、その吸光度を測定する。 

吸光度の測定において、亜鉛は２１３．９ｎｍ、アンチモンは２１７．６ｎｍ、カ
ドミウムは２２８．８ｎｍ、ゲルマニウムは２６５．２ｎｍ、鉛は２８３．３ｎｍ、
バリウムは５５３．６ｎｍの波長を用いる。 

試験溶液の吸光度は、被検元素の標準溶液を用いて試験溶液の場合と同様に操作し
て得られた吸光度より大きくてはならない。 

５ 重金属試験法 
重金属試験法は，試料から溶出してくる重金属の許容される限度量を試験する方法

である。この試験における重金属とは，酸性において硫化ナトリウム試液によつて暗
色を呈する金属性物質をいい，その量は，鉛（Ｐｂ）の量として表す。 
操作法 

試験溶液２０ｍＬをネスラー管に採り、水を加えて５０ｍＬとする。別に鉛標準溶
液（重金属試験用）２ｍＬをネスラー管に採り、浸出用液２０ｍＬ及び水を加えて５
０ｍＬとし、比較標準液とする。両液に硫化ナトリウム試液２滴ずつを加えてよく混
和し、５分間放置した後、両管を白色を背景として上方及び側方から観察するとき、
試験溶液の呈する色は比較標準液の呈する色より濃くてはならない。ただし、浸出用
液が水の場合には、試験溶液及び鉛標準溶液にそれぞれ４％酢酸５ｍＬを加えた後、
水を加えて５０ｍＬとしたものを用いる。 

６ 重金属試験（材質試験）法 
試料２ｇを白金製又は石英製の蒸発皿に採り、少量の硫酸を加え、徐々に加熱して

できるだけ低温でほとんど灰化させる。冷後更に硫酸１ｍＬを加えて徐々に加熱し、
硫酸の蒸気がほとんど発生しなくなった後、火力を強めて４５０～５５０℃でほとん



 

ど白色の灰分が得られるまで加熱する。残留物に塩酸１ｍＬ及び硝酸０．２ｍＬを加
え、水浴上で蒸発乾固し、これに希塩酸１ｍＬ及び水１５ｍＬを加え、加熱して溶解
し、冷後フェノールフタレイン試液１滴を加え、溶液がわずかに紅色を呈するまでア
ンモニア試液を滴加し、希酢酸２ｍＬを加え、必要があればろ過し、ネスラー管に採
る。水を加えて５０ｍＬとし、これを試験溶液とする。 

別に鉛標準溶液（重金属試験用）４ｍＬをネスラー管に採り、希酢酸２ｍＬ及び水
を加えて５０ｍＬとし、比較標準液とする。試験溶液及び比較標準液にそれぞれ硫化
ナトリウム試液２滴を加えて混和し、５分間放置した後、両管を白色を背景として上
方及び側方から観察するとき、試験溶液の呈する色は比較標準液の呈する色より濃く
てはならない。 

７ 蒸発残留物試験法 
蒸発残留物試験法は，所定の方法によつて試料より浸出用液に移行する物質の量を

測定する試験である。 
操作法 

別段の規定があるもののほか、次の表の第１欄に掲げる食品に接触して使用する器
具又は容器包装はそれぞれ第２欄に掲げる溶媒を浸出用液として用いて作った試験溶
液について、次の試験を行う。 

 

第１欄 第２欄 

油脂及び脂肪性食品   ヘプタン 

酒類   ２０％エタノール 

油脂及び脂肪性食品並
びに酒類以外の食品 

ｐＨ５を超えるもの 水 

ｐＨ５以下のもの ４％酢酸 

試験溶液２００～３００ｍＬ（ヘプタンを浸出用液とした場合は、試験溶液２００
～３００ｍＬをナス型フラスコに移し、減圧濃縮して数ｍＬとしたその濃縮液及びそ
のフラスコをヘプタン約５ｍＬずつで２回洗ったその洗液）を、あらかじめ１０５℃
で乾燥した重量既知の白金製、石英製又は耐熱ガラス製の蒸発皿に採り、水浴上で蒸
発乾固する。次いで、１０５℃で２時間乾燥した後、デシケーター中で放冷する。冷
後、秤（ひよう）量して蒸発皿の前後の重量差ａ（㎎）を求め、次式により蒸発残留
物の量を求める。 

蒸発残留物（μｇ／ｍＬ）＝（（ａ－ｂ）×１，０００）／試験溶液の採取量（ｍ
Ｌ） 

ただし、ｂ：試験溶液と同量の浸出用液について得た空試験値（㎎） 



 

８ 添加剤試験法 
アミン類（トリエチルアミン及びトリブチルアミンに限る。） 

（１） 検量線の作成 
トリエチルアミン及びトリブチルアミンそれぞれ約１０㎎を精密に量り、１０

０ｍＬのメスフラスコに採り、ジクロロメタンを加えて１００ｍＬとする。この
溶液４ｍＬを１００ｍＬのメスフラスコに採り、ジクロロメタンを加えて１００
ｍＬとする。この溶液１ｍＬ、２ｍＬ、３ｍＬ、４ｍＬ及び５ｍＬを採り、それ
ぞれ２０ｍＬのメスフラスコに入れ、ジクロロメタンを加えて２０ｍＬとし、こ
れらを標準溶液とする（０．２μｇ／ｍＬ、０．４μｇ／ｍＬ、０．６μｇ／ｍＬ、
０．８μｇ／ｍＬ及び１．０μｇ／ｍＬ）。標準溶液をそれぞれ１μＬずつ用いて次
の操作条件でガスクロマトグラフィーを行い、得られたガスクロマトグラムから
トリエチルアミン及びトリブチルアミンの各ピーク高さ又はピーク面積を求め、
それぞれの検量線を作成する。 

操作条件 
カラム 内径０．３２㎜、長さ３０ｍのケイ酸ガラスの細管に、ジメチルポ

リシロキサンを５μｍの厚さでコーティングしたものを用いる。 
カラム温度 １５０℃で５分間保持し、その後毎分２０℃で昇温し、２５

０℃に到達後５分間保持する。 
試料溶液注入口温度 ２００℃ 
検出器 アルカリ熱イオン化検出器又は高感度窒素・リン検出器を用いる。

２５０℃付近で操作する。空気量及び水素量は検出感度が最高となるよう
に調節する。 

注入方式 スプリット（１５：１） 
キャリヤーガス ヘリウムを用いる。トリエチルアミンが３～４分で流出す

る流速に調節する。 
（２） 試験 

試験溶液１μＬを用いて（１） 検量線の作成の場合と同様の操作条件によりガ
スクロマトグラフィーを行い、得られたガスクロマトグラムから各ピーク高さ又
はピーク面積を求める。それぞれの検量線を用いて試験溶液中のトリエチルアミ
ン及びトリブチルアミンの濃度を求め、次式によりそれぞれの材質中の含量を求
める。 

材質中の含量（μｇ／ｇ）＝試験溶液濃度（μｇ／ｍＬ）×２（ｍＬ）／試料の重
量（ｇ） 

クレゾールリン酸エステル 
（１） 定性試験 



 

試験溶液及びクレゾールリン酸エステル標準溶液をそれぞれ２０μＬずつ用い
て、次の操作条件で液体クロマトグラフィーを行い、試験溶液の液体クロマトグ
ラムのピークの検出時間とクレゾールリン酸エステル標準溶液の液体クロマトグ
ラムのピークの検出時間を比較する。 

操作条件 
カラム充てん剤 フェニル化シリカゲルを用いる。 
カラム管 内径４．６㎜、長さ２５０㎜のステンレス管を用いる。 
カラム温度 ５０℃ 
検出器 紫外部吸光検出器又はフォトダイオードアレイ検出器を用い、波長

２６４ｎｍで操作する。 
移動相 アセトニトリル及び水の混液（２：１）を用いる。クレゾールリン

酸エステルが約９分で流出する流速に調節する。 
（２） 定量試験 

（１） 定性試験において試験溶液の液体クロマトグラムのピークの検出時間
がクレゾールリン酸エステル標準溶液の液体クロマトグラムのピークの検出時間
と一致するときは，次の試験を行う。 

（１） 定性試験の操作条件の下に得られた試験結果を基とし，試験溶液中の
クレゾールリン酸エステルのピーク面積を測定するとき，その面積は，クレゾー
ルリン酸エステル標準溶液のピーク面積より大きくてはならない。 

ジブチルスズ化合物 
（１） 定性試験 

試験溶液及びジブチルスズ標準溶液をそれぞれ２ｍＬずつ採り、酢酸・酢酸ナ
トリウム緩衝液５ｍＬ及びテトラエチルホウ酸ナトリウム試液１ｍＬを加えて直
ちに密栓し、２０分間激しく振り混ぜる。これを室温で約１時間静置した後、ヘ
キサン層を分取する。これらを１μＬずつ用いて、次の操作条件でガスクロマトグ
ラフィー・質量分析を行い、試験溶液のガスクロマトグラムのピークの検出時間
とジブチルスズ標準溶液のガスクロマトグラムのピークの検出時間を比較する。 

操作条件 
カラム 内径０．２５㎜、長さ３０ｍのケイ酸ガラス製細管に、０～５％ジ

フェニルポリシロキサン含有ジメチルポリシロキサンを０．２５μｍの厚さ
でコーティングしたものを用いる。 

カラム温度 ４５℃で４分間保持した後、毎分１５℃で昇温し、３００℃に
到達後１０分間保持する。 

試験溶液注入口温度 ２５０℃ 
検出器 質量分析計を用い、質量数２６３で検出する。 



 

キャリヤーガス ヘリウムを用いる。ジブチルスズ誘導体が約１３分で流出
する流速に調節する。 

（２） 定量試験 
（１） 定性試験において試験溶液のガスクロマトグラムのピークの検出時間

とジブチルスズ標準溶液のガスクロマトグラムのピークの検出時間が一致すると
きは，次の試験を行う。 

（１） 定性試験の操作条件の下に得られた試験結果を基とし，試験溶液中の
ジブチルスズのピーク面積を測定するとき，その面積は，ジブチルスズ標準溶液
のピーク面積より大きくてはならない。 

２―メルカプトイミダゾリン 
試験溶液及び２―メルカプトイミダゾリン標準溶液をそれぞれ５μＬずつ用いて、

次の操作条件で液体クロマトグラフィーを行うとき、試験溶液の液体クロマトグラ
ム上に、２―メルカプトイミダゾリンのピークを認めてはならない。 

操作条件 
カラム充てん剤 オクタデシルシリル化シリカゲルを用いる。 
カラム管 内径４．６㎜、長さ１５０㎜のステンレス管を用いる。 
カラム温度 ４０℃ 
検出器 紫外部吸光検出器又はフォトダイオードアレイ検出器を用い、波長

２３８ｎｍで操作する。 
移動相 メタノール及び水の混液（１：９）を用いる。２―メルカプトイミ

ダゾリンが約２分で流出する流速に調節する。 
９ ヒ素試験法 

ヒ素試験法は，試料中に混在するヒ素の許容される限度量を試験する方法である。
その量は，三酸化二ヒ素の量として表す。 

装置 概略は次の図による。 



 

 
Ａ：発生瓶（肩までの容量約７０ｍＬ） 
Ｂ：排気管 
Ｃ：ガラス管（内径５．６㎜、吸収管に入れる部分は先端を内径１㎜に引き伸ば

す。） 
Ｄ：吸収管（内径１０㎜） 
Ｅ：小孔 
Ｆ：ガラス繊維（約０．２ｇ） 
Ｇ：５ｍＬの標線 
Ｈ及びＪ：ゴム栓 
Ｌ：４０ｍＬの標線 
排気管Ｂに約３０㎜の高さにガラス繊維Ｆを詰め、酢酸鉛試液及び水の等容量混

液で均等に潤した後、下端から弱く吸引して、過量の液を除く。これをゴム栓Ｈの



 

中心に垂直に差し込み、Ｂの下部の小孔Ｅは下にわずかに突きでるようにして発生
瓶Ａに付ける。Ｂの上端にはガラス管Ｃを垂直に固定したゴム栓Ｊを付ける。Ｃの
排気管側の下端はゴム栓Ｊの下端と同一平面とする。 
操作法 

試験溶液を発生瓶に入れ、ブロモフェノールブルー試液１滴を加え、アンモニア
水又はアンモニア試液で中和する。ただし、浸出用液が水の場合には中和の操作は
省略できる。この溶液に塩酸（１→２）５ｍＬ及びヨウ化カリウム試液５ｍＬを加
え、２～３分間放置した後、塩化スズ（Ⅱ）試液５ｍＬを加えて室温で１０分間放置
する。次に水を加えて４０ｍＬとし、亜鉛（ヒ素試験用）２ｇを加え、直ちにＢ及
びＣを連結したゴム栓Ｈを発生瓶に付ける。Ｃの細管部の端はあらかじめヒ化水素
吸収液５ｍＬを入れた吸収管Ｄの底に達するように入れておく。次に発生瓶は２
５℃の水中に肩まで浸し、１時間放置する。吸収管を外し、必要があればピリジン
を加えて５ｍＬとし、吸収液の色を観察するとき、この色は、次の標準色よりも濃
くてはならない。 

標準色の調製は、試験溶液の試験と同時に行う。試験溶液と同量の浸出用液とヒ
素標準溶液又はヒ素標準溶液（乳等の容器包装試験用）２．０ｍＬを発生瓶に入
れ、以下試験溶液と同様に操作して得た吸収液の呈色を標準色とする。 

１０ ヒ素試験（材質試験）法 
試料１ｇを分解フラスコに採り、硝酸２０ｍＬを加えて内容物が流動状になるまで

弱く加熱する。冷後硫酸５ｍＬを加えて白煙が発生するまで加熱し、液がなお褐色を
呈するときは冷後硝酸５ｍＬを追加して加熱する。この操作を液が無色又は淡黄色と
なるまで繰り返す。冷後シュウ酸アンモニウム試液１５ｍＬを加え、再び白煙が発生
するまで加熱し、冷後水を加えて２０ｍＬとし、これを試験溶液とする。 

試験溶液１０ｍＬを用いて、ヒ素試験法により試験を行うとき、これに適合しなけ
ればならない。ただし、標準色の調製に用いる浸出用液は水とし、ヒ素標準溶液は、
乳等の容器包装試験用のものを用いる。 

１１ ヘキサン抽出物試験法 
試料約２．５ｇを精密に量り、温度計、還流冷却器及びかくはん棒を装置した２，

０００ｍＬの三頚（けい）フラスコに採り、ヘキサン１，０００ｍＬを加え、これを
２０～２５分の間に５０℃となるように徐々に加熱し、この温度で２時間保った後抽
出液を温時ろ過して重量既知の共栓三角フラスコ中に採り、ろ液の重量を量る。この
場合、回収率は少なくとも最初の溶媒の９０％以上でなければならない。 

次に、ろ液の約半量を１，０００ｍＬのビーカーに移し、ビーカーをガラスカバー
で覆い、窒素を連続的に流しながら溶媒を蒸発させる。溶媒を蒸発させながら残りの
ろ液及び最後に三角フラスコをヘキサン２０ｍＬずつで２回洗った洗液を加え、全溶



 

液を約５０ｍＬまで濃縮した後、これを重量既知の石英製蒸発皿に採り、ビーカーを
２０ｍＬずつ温ヘキサンで２回洗い、洗液を蒸発皿に合わす。ビーカー中に温ヘキサ
ン不溶性の残渣（さ）のあるときは、トルエンを加え加熱して溶かし、蒸発皿に合わ
す。蒸発皿を注意して水溶上で加熱して溶液を蒸発乾固した後、真空デシケーター中
に入れ、１２時間放冷後蒸発残渣（さ）量を精密に量り、この残渣（さ）量（ｇ）を
Ａとし次式によりヘキサン抽出物を求める。 

ヘキサン抽出物（％）＝（Ａ－Ｂ）／試料（ｇ）×１００ 
Ｂ：試験溶液と同量の溶剤について得た空試験時の残渣（さ）量（ｇ） 

１２ モノマー試験法 
エピクロルヒドリン 

（１） 定性試験 
試験溶液及びエピクロルヒドリン標準溶液をそれぞれ５μＬずつ用いて次の操作

条件でガスクロマトグラフィーを行い、試験溶液のガスクロマトグラムのピーク
の検出時間とエピクロルヒドリン標準溶液のガスクロマトグラムのエピクロルヒ
ドリンのピークの検出時間を比較する。 

操作条件 
カラム 内径０．５３㎜、長さ３０ｍのケイ酸ガラス製細管に、ポリエチレ

ングリコールを１μｍの厚さでコーティングしたものを用いる。 
カラム温度 ５０℃で５分間保持した後、毎分１０℃で昇温し、１００℃と

する。 
試験溶液注入口温度 ２２０℃ 
検出器 水素炎イオン化検出器を用いる。２２０℃付近で操作する。水素及

び空気量は検出感度が最高となるように調節する。 
キャリヤーガス 窒素又はヘリウムを用いる。エピクロルヒドリンが約７分

で流出する流速に調節する。 
（２） 定量試験 

（１） 定性試験において試験溶液のガスクロマトグラムのピークの検出時間
とエピクロルヒドリン標準溶液のガスクロマトグラムのエピクロルヒドリンのピ
ークの検出時間が一致するときは，次の試験を行う。 

（１） 定性試験の操作条件の下に得られた試験結果を基とし，試験溶液中の
エピクロルヒドリンのピーク面積を測定するとき，その面積は，エピクロルヒド
リン標準溶液のピーク面積より大きくてはならない。 

塩化ビニリデン 
（１） 定性試験 

塩化ビニリデン標準溶液５０μＬを、あらかじめＮ，Ｎ―ジメチルアセトアミド



 

２．５ｍＬを入れたセプタムキャップ付きガラス瓶に加え直ちに密封する。次い
で、試験溶液と標準溶液をそれぞれ密封したガラス瓶を９０℃に保ちながら時々
振り混ぜて１時間加熱する。その後、それぞれの気相０．５ｍＬを用いて次の操
作条件でガスクロマトグラフィーを行い、試験溶液のガスクロマトグラムのピー
クの検出時間と塩化ビニリデン標準溶液のガスクロマトグラムの塩化ビニリデン
のピークの検出時間を比較する。 

操作条件 
カラム 内径０．２５㎜、長さ２５ｍのケイ酸ガラス製細管に、スチレン・

ジビニルベンゼン系多孔性樹脂を３μｍの厚さでコーティングしたものを用
いる。 

カラム温度 ８０℃で１分間保持した後、毎分１０℃で昇温し、２５０℃に
到達後１０分間保持する。 

試験溶液注入口温度 ２００℃ 
検出器 水素炎イオン化検出器を用いる。２５０℃付近で操作する。水素及

び空気量は検出感度が最高となるように調節する。 
キャリヤーガス 窒素又はヘリウムを用いる。塩化ビニリデンが約９分で流

出する流速に調節する。 
（２） 定量試験 

（１） 定性試験において試験溶液のガスクロマトグラムのピークの検出時間
と塩化ビニリデン標準溶液のガスクロマトグラムの塩化ビニリデンのピークの検
出時間が一致するときは，次の試験を行う。 

（１） 定性試験の操作条件の下に得られた試験結果を基とし，試験溶液中の
塩化ビニリデンのピーク面積を測定するとき，その面積は，塩化ビニリデン標準
溶液のピーク面積より大きくてはならない。 

塩化ビニル 
（１） 定性試験 

塩化ビニル標準溶液５０μＬを採り、あらかじめＮ，Ｎ―ジメチルアセトアミド
２．５ｍＬを入れたセプタムキャップ付きガラス瓶に加え直ちに密封する。次い
で、試験溶液と標準溶液をそれぞれ密封したガラス瓶を９０℃に保ちながら時々
振り混ぜて１時間加熱する。その後、それぞれの気相０．５ｍＬを用いて次の操
作条件でガスクロマトグラフィーを行い、試験溶液のガスクロマトグラムのピー
クの検出時間と塩化ビニル標準溶液のガスクロマトグラムの塩化ビニルのピーク
の検出時間を比較する。ただし、金属缶の試験においては、試験溶液１０ｍＬを
セプタムキャップ付きのガラス瓶に採り、直ちに密封する。塩化ビニル標準溶液
５０μＬをあらかじめエタノール１０ｍＬを入れたセプタムキャップ付きのガラス



 

瓶に加えて直ちに密封する。試験溶液と標準溶液をそれぞれ密封したガラス瓶を
５０℃に保ちながら時々振り混ぜて３０分間加温したものを用いて同様の操作を
行う。 

操作条件 
カラム 内径０．２５㎜、長さ２５ｍのケイ酸ガラス製細管に、スチレン・

ジビニルベンゼン系多孔性樹脂を３μｍの厚さでコーティングしたものを用
いる。 

カラム温度 ８０℃で１分間保持した後、毎分１０℃で昇温し、２５０℃に
到達後１０分間保持する。 

試験溶液注入口温度 ２００℃ 
検出器 水素炎イオン化検出器を用いる。２５０℃付近で操作する。水素及

び空気量は検出感度が最高となるように調節する。 
キャリヤーガス 窒素又はヘリウムを用いる。塩化ビニルが約５分で流出す

る流速に調節する。 
（２） 定量試験 

（１） 定性試験において試験溶液のガスクロマトグラムのピークの検出時間
と塩化ビニル標準溶液のガスクロマトグラムの塩化ビニルのピークの検出時間が
一致するときは，次の試験を行う。 

（１） 定性試験の操作条件の下に得られた試験結果を基とし，試験溶液中の
塩化ビニルのピーク面積を測定するとき，その面積は，塩化ビニル標準溶液のピ
ーク面積より大きくてはならない。 

カプロラクタム 
（１） 定性試験 

試験溶液及びカプロラクタム標準溶液をそれぞれ１μＬずつ用いて、次の操作条
件でガスクロマトグラフィーを行い、試験溶液のガスクロマトグラムのピークの
検出時間とカプロラクタム標準溶液のガスクロマトグラムのカプロラクタムのピ
ークの検出時間を比較する。 

操作条件 
カラム 内径０．３２㎜、長さ３０ｍのケイ酸ガラス製細管に、ジメチルポ

リシロキサンを５μｍの厚さでコーティングしたものを用いる。 
カラム温度 ２４０℃ 
試験溶液注入口温度 ２４０℃ 
検出器 水素炎イオン化検出器を用いる。２４０℃付近で操作する。水素及

び空気量は検出感度が最高となるように調節する。 
キャリヤーガス 窒素又はヘリウムを用いる。カプロラクタムが約５分で流



 

出する流速に調節する。 
（２） 定量試験 

（１） 定性試験において試験溶液のガスクロマトグラムのピークの検出時間
とカプロラクタム標準溶液のガスクロマトグラムのカプロラクタムのピークの検
出時間が一致するときは，次の試験を行う。 

（１） 定性試験の操作条件の下に得られた試験結果を基とし，試験溶液中の
カプロラクタムのピーク面積を測定するとき，その面積は，カプロラクタム標準
溶液のピーク面積より大きくてはならない。 

揮発性物質 
（１） 検量線の作成 

１００ｍＬのメスフラスコにテトラヒドロフラン約９０ｍＬを入れ、スチレ
ン、トルエン、エチルベンゼン、イソプロピルベンゼン及びプロピルベンゼンそ
れぞれ約５０㎎を精密に量って加え、テトラヒドロフランを更に加えて１００ｍ
Ｌとする。この溶液１ｍＬ、２ｍＬ、３ｍＬ、４ｍＬ及び５ｍＬを採り、それぞ
れ２０ｍＬのメスフラスコに入れ、ジエチルベンゼン試液１ｍＬを加えた後テト
ラヒドロフランを加えて２０ｍＬとし、これらを標準溶液とする。標準溶液をそ
れぞれ１μＬずつ用いて、次の操作条件でガスクロマトグラフィーを行い、得られ
たガスクロマトグラムからスチレン、トルエン、エチルベンゼン、イソプロピル
ベンゼン及びプロピルベンゼンの各ピーク面積とジエチルベンゼンのピーク面積
との比を求め、それぞれの検量線を作成する。 

操作条件 
カラム 内径０．２５㎜、長さ３０ｍのケイ酸ガラス製細管に、ポリエチレ

ングリコールを０．５μｍの厚さでコーティングしたものを用いる。 
カラム温度 ６０℃から毎分４℃で昇温して１００℃とし、更に毎分１０℃

で昇温して１５０℃とする。 
試験溶液注入口温度 ２２０℃ 
検出器 水素炎イオン化検出器を用いる。２２０℃付近で操作する。水素及

び空気量は検出感度が最高となるように調節する。 
キャリヤーガス 窒素又はヘリウムを用いる。ジエチルベンゼンが約１１分

で流出する流速に調節する。 
（２） 試験 

試験溶液１μＬを用いて（１） 検量線の作成の場合と同様の操作条件によりガ
スクロマトグラフィーを行い、得られたガスクロマトグラムから各ピーク面積と
ジエチルベンゼンのピーク面積との比を求める。それぞれの検量線を用いてスチ
レン、トルエン、エチルベンゼン、イソプロピルベンゼン及びプロピルベンゼン



 

の各濃度を求め、次式により各成分の含量を求める。 
含量（μｇ／ｇ）＝成分の濃度（μｇ／ｍＬ）×２０（ｍＬ）／試料の重量（ｇ） 

ジフェニルカーボネート 
（１） 検量線の作成 

ジフェニルカーボネート約１０㎎を精密に量り、１００ｍＬのメスフラスコに
採り、メタノールを加えて１００ｍＬとする。この溶液１ｍＬ、２ｍＬ、３ｍ
Ｌ、４ｍＬ及び５ｍＬを採り、それぞれ２０ｍＬのメスフラスコに入れ、水を加
えて２０ｍＬとし、これらを標準溶液とする（５μｇ／ｍＬ、１０μｇ／ｍＬ、１
５μｇ／ｍＬ、２０μｇ／ｍＬ及び２５μｇ／ｍＬ）。標準溶液をそれぞれ２０μＬ
ずつ用いて次の操作条件で液体クロマトグラフィーを行い、得られた液体クロマ
トグラムからジフェニルカーボネートのピーク高さ又はピーク面積を求め、検量
線を作成する。 

操作条件 
カラム充てん剤 オクタデシルシリル化シリカゲルを用いる。 
カラム管 内径４．６㎜、長さ２５０㎜のステンレス管を用いる。 
カラム温度 ４０℃ 
検出器 紫外部吸光検出器又はフォトダイオードアレイ検出器を用いる。波

長２１７ｎｍで操作する。 
移動相 Ａ アセトニトリル Ｂ 水 
濃度勾配 Ａ：Ｂ（３：７）から（１００：０）までの直線濃度勾配を３５

分間行った後、アセトニトリルを１０分間送液する。 
（２） 試験 

試験溶液２０μＬを用いて（１） 検量線の作成の場合と同様の操作条件により
液体クロマトグラフィーを行い、得られた液体クロマトグラムからピーク高さ又
はピーク面積を求める。検量線を用いて試験溶液中のジフェニルカーボネートの
濃度を求め、次式により材質中の含量を求める。 

材質中の含量（μｇ／ｇ）＝試験溶液濃度（μｇ／ｍＬ）×２０（ｍＬ）／試料の
重量（ｇ） 

総乳酸 
（１） 定性試験 

試験溶液及び乳酸標準溶液をそれぞれ１ｍＬずつ採り、０．２ｍｏｌ／Ｌ水酸
化ナトリウム試液を１００μＬずつ加えて密栓し、６０℃に保ちながら時々振り混
ぜて１５分間放置する。冷後、０．２ｍｏｌ／Ｌリン酸を１００μＬずつ加える。
これらを１００μＬずつ用いて次の操作条件で液体クロマトグラフィーを行い、試
験溶液の液体クロマトグラムのピークの検出時間と乳酸標準溶液の液体クロマト



 

グラムの乳酸のピークの検出時間を比較する。 
操作条件 

カラム充てん剤 オクタデシルシリル化シリカゲルを用いる。 
カラム管 内径４．６㎜、長さ２５０㎜のステンレス管を用いる。 
カラム温度 ４０℃ 
検出器 紫外部吸光検出器又はフォトダイオードアレイ検出器を用い、波長

２１０ｎｍで操作する。 
移動相 リン酸、アセトニトリル及び水混液（０．１：１：９９）を用い

る。乳酸が約５分で流出する流速に調節する。 
（２） 定量試験 

定性試験において試験溶液の液体クロマトグラムのピークの検出時間が乳酸標
準溶液の液体クロマトグラムのピークの検出時間と一致するときは，次の試験を
行う。 

定性試験の操作条件の下に得られた試験結果を基とし，試験溶液中の乳酸のピ
ーク面積を測定するとき，その面積は，乳酸標準溶液のピーク面積より大きくて
はならない。 

ビスフェノールＡ（フェノール及びｐ―ｔｅｒｔ―ブチルフェノールを含む。） 
（１） 検量線の作成 

ビスフェノールＡ、フェノール及びｐ―ｔｅｒｔ―ブチルフェノールそれぞれ
約１０㎎を精密に量り、１００ｍＬのメスフラスコに採り、メタノールを加えて
１００ｍＬとする。この溶液１ｍＬ、２ｍＬ、３ｍＬ、４ｍＬ及び５ｍＬを採
り、それぞれ２０ｍＬのメスフラスコに入れ、水を加えて２０ｍＬとし、これら
を標準溶液とする（５μｇ／ｍＬ、１０μｇ／ｍＬ、１５μｇ／ｍＬ、２０μｇ／ｍ
Ｌ及び２５μｇ／ｍＬ）。標準溶液をそれぞれ２０μＬずつ用いて次の操作条件で
液体クロマトグラフィーを行い、得られた液体クロマトグラムからビスフェノー
ルＡ、フェノール及びｐ―ｔｅｒｔ―ブチルフェノールの各ピーク高さ又はピー
ク面積を求め、それぞれの検量線を作成する。 

ただし、溶出試験用の検量線を作成する場合には、前記の標準溶液２ｍＬずつ
を採り、それぞれ２０ｍＬのメスフラスコに入れ、水を加えて２０ｍＬとしたも
の（０．５μｇ／ｍＬ、１．０μｇ／ｍＬ、１．５μｇ／ｍＬ、２．０μｇ／ｍＬ及
び２．５μｇ／ｍＬ）を１００μＬずつ用いて、同様の操作によりそれぞれの検量
線を作成する。 

操作条件 
ジフェニルカーボネートの操作条件を準用する。 

（２） 試験 



 

試験溶液２０μＬを用いて（１） 検量線の作成の場合と同様の操作条件により
液体クロマトグラフィーを行い、得られた液体クロマトグラムから各ピーク高さ
又はピーク面積を求める。それぞれの検量線を用いて試験溶液中のビスフェノー
ルＡ、フェノール及びｐ―ｔｅｒｔ―ブチルフェノールの濃度を求め、次式によ
りそれぞれの材質中の含量を求める。 

材質中の含量（μｇ／ｇ）＝試験溶液濃度（μｇ／ｍＬ）×２０（ｍＬ）／試料の
重量（ｇ） 
ただし、溶出試験では試験溶液１００μＬを用いて同様に操作し、溶出試験用の

検量線を用いて試験溶液中のビスフェノールＡ、フェノール及びｐ―ｔｅｒｔ―
ブチルフェノールの濃度を求める。 

フェノール 
試験溶液２０ｍＬを採り、ホウ酸緩衝液３ｍＬを加えてよく振り混ぜた後、４―

アミノアンチピリン試液５ｍＬ及びヘキサシアノ鉄（Ⅲ）酸カリウム試液２．５ｍ
Ｌを加え、更に水を加えて１００ｍＬとし、よく振り混ぜて室温で１０分間放置す
る。別にフェノール標準溶液２０ｍＬを採り同様に操作する。波長５１０ｎｍで吸
光度を測定するとき、試験溶液の吸光度はフェノール標準溶液の吸光度より大きく
てはならない。 

ホルムアルデヒド 
試験溶液１０ｍＬを採り、２０％リン酸１ｍＬを加えた後、２００ｍＬのメスシ

リンダーに水５～１０ｍＬを入れ、冷却器のアダプターが水に浸るようにして水蒸
気蒸留を行う。留液が約１９０ｍＬになったとき、蒸留をやめ、水を加えて２００
ｍＬとする。この液５ｍＬを内径約１５㎜の試験管に採り、アセチルアセトン試液
５ｍＬを加えて混和し、沸騰水浴中で１０分間加熱する。 

別に水５ｍＬを内径約１５㎜の試験管に採り、アセチルアセトン試液５ｍＬを加
えて混和し、沸騰水浴中で１０分間加熱したものを対照液とする。 

両液を白色を背景として側方から観察するとき、試験溶液の呈する色は、対照液
の呈する色より濃くてはならない。 

メタクリル酸メチル 
（１） 定性試験 

試験溶液及びメタクリル酸メチル標準溶液をそれぞれ１μＬずつ用いて、次の操
作条件でガスクロマトグラフィーを行い、試験溶液のガスクロマトグラムのピー
クの検出時間とメタクリル酸メチル標準溶液のガスクロマトグラムのメタクリル
酸メチルのピークの検出時間を比較する。 

操作条件 
カラム 内径０．３２㎜、長さ３０ｍのケイ酸ガラス製細管に、ジメチルポ



 

リシロキサンを５μｍの厚さでコーティングしたものを用いる。 
カラム温度 １２０℃で１分間保持した後、毎分５℃で昇温して１７０℃と

する。 
試験溶液注入口温度 ２００℃ 
検出器 水素炎イオン化検出器を用いる。２００℃付近で操作する。水素及

び空気量は検出感度が最高となるように調節する。 
キャリヤーガス 窒素又はヘリウムを用いる。メタクリル酸メチルが約４～

５分で流出する流速に調節する。 
（２） 定量試験 

（１） 定性試験において試験溶液のガスクロマトグラムのピークの検出時間
とメタクリル酸メチル標準溶液のガスクロマトグラムのメタクリル酸メチルのピ
ークの検出時間が一致するときは，次の試験を行う。 

（１） 定性試験の操作条件の下に得られた試験結果を基とし，試験溶液中の
メタクリル酸メチルのピーク面積を測定するとき，その面積は，メタクリル酸メ
チル標準溶液のピーク面積より大きくてはならない。 

１３ 誘導結合プラズマ質量分析法 
誘導結合プラズマ質量分析法は、試験溶液中に含まれる被検元素を、誘導結合プラ

ズマ（ＩＣＰ）を励起源又はイオン源としてイオン化し、これらにより得られたイオ
ンカウント数から被検元素量（濃度）を測定する方法である。 
装置 

通例、励起源部、試料導入部、イオン化部、インターフェース部、イオンレンズ
部、質量分離部、イオン検出部、データ処理部及び制御システム部からなる。励起源
部は、試料を励起させ、発光させるための電気エネルギーを供給し制御する電源、制
御系及び回路からなり、付属としてガス供給源や冷却装置を含む。試料導入部はネブ
ライザー及び噴霧室からなる。イオン化部は、トーチ管及び高周波誘導コイル等から
なる。インターフェース部はサンプリングコーン及びスキマーコーンからなり、イオ
ンレンズ部とともに生成されたイオンを高真空の質量分離部に導くための部分であ
る。質量分離部は多くの装置で四重極型のものが採用されている。また、多原子イオ
ン類の干渉を抑制するためのコリジョン（リアクション）セルが質量分離部の前に配
置されたものもある。イオン検出部は検出器内に到達したイオンを倍増管により増幅
した後、電気信号に変換する。データ処理部は、データ処理を行い、検量線、測定結
果等を表示する。制御システム部は、最適な条件下で装置を使用するために、ガス流
量、トーチ測光位置、励起源部の電力等を制御する。 
標準溶液 

別段の規定があるもののほか、被検元素の標準溶液を用いる。 



 

操作法 
常時通電されている部分に異常がないことを確認した後、励起源部及び冷却装置の

電源スイッチを入れる。アルゴン又は窒素を所定の流量に設定し、高周波電源を入
れ、プラズマを生成する。必要に応じて装置に指示された方法により質量分離部の最
適化を行う。別に規定する方法で調製した試験溶液を導入し、適当な質量数における
イオンカウント数を測定する。 

試験溶液のイオンカウント数は、被検元素の標準溶液を用いて同様に操作して得ら
れたイオンカウント数より大きくてはならない。 

１４ 誘導結合プラズマ発光分光分析法 
誘導結合プラズマ発光分光分析法は、試料中に含まれる被検元素を、誘導結合プラ

ズマ（ＩＣＰ）により原子化し、励起し、これらにより得られた原子発光スペクトル
線の発光強度から被検元素量（濃度）を測定する方法である。 
装置 

通例、励起源部、試料導入部、発光部、分光部、測光部及び表示記録部からなる。
励起源部、試料導入部及び発光部はそれぞれ誘導結合プラズマ質量分析計における励
起源部、試料導入部及びイオン化部と同一構造である。分光部は集光計、回折格子等
の分光器からなる。測光部は検出器及び信号処理系からなる。表示記録部にはディス
プレイ、記録装置等がある。方式として、波長走査型分光器を用いる単元素逐次分析
方式、波長走査型分光器を用いる多元素逐次分析方式及び波長固定型のポリクロメー
ターを用いる多元素同時分析方式がある。 
標準溶液 

別段の規定があるもののほか，被検元素の標準溶液を用いる。 
操作法 

常時通電されている部分に異常がないことを確認した後、励起源部及び冷却装置の
電源スイッチを入れる。真空型分光器を用いて真空紫外域の発光線を測定する場合に
は、発光部と分光器の間の光軸をアルゴン又は窒素で十分に置換しておく。アルゴン
又は窒素を所定の流量に設定し、高周波電源を入れ、プラズマを点灯する。波長校正
は、アルゴンの発光線、水銀ランプの発光線又は単・中・長波長の元素を含んだ調整
用溶液を用いて行う。別に規定する方法で調製した試験溶液を導入し、適当な発光ス
ペクトル線の発光強度を測定する。 

試験溶液の発光強度は、被検元素の標準溶液を用いて同様に操作して得られた発光
強度より大きくてはならない。 

１５ 溶出試験における試験溶液の調製法 
特に定める場合以外は、次の方法により試験溶液を調製する。 
試料を水でよく洗い、指定された浸出用液を用いて次のように操作して作る。 



 

試料の表面積１㎝２につき２ｍＬの割合の浸出用液を６０℃に加温して用い、６０℃
に保ちながら３０分間放置する。ただし、使用温度が１００℃を超える試料であって
水又は４％酢酸を浸出用液とする場合にあっては９５℃に保ちながら３０分間、ヘプ
タンを浸出用液とする場合にあっては２５℃に保ちながら１時間放置する。 

Ｃ 試薬・試液等 
別段の規定のあるもののほか，試験に用いる試薬，試液，容量分析用標準溶液，標準

溶液及び標準原液は，次に示すものを用いる。次に示すもの以外は，第２ 添加物の部
Ｃ 試薬・試液等の項に示すものを用いる。 

なお、［Ｋ ８０１２，ひ素分析用］又は［Ｋ ８０２７，特級］等と記載したもの
は、それぞれ日本産業規格の番号「Ｋ ８０１２」が指す亜鉛のひ素分析用又は「Ｋ 
８０２７」が指すアセチルアセトンの特級等の規格に適合するものであることを示す。 

本規格で用いる名称が日本産業規格の名称と異なるものには、日本産業規格の番号の
次に、日本産業規格の名称を付記してある。 

試薬，試液，容量分析用標準溶液，標準溶液及び標準原液を保存するガラス容器は，
溶解度及びアルカリ度が極めて小さく，鉛又はヒ素をできるだけ含まないものを用い
る。 
１ 試薬 

亜鉛 Ｚｎ ［Ｋ ８０１２，特級］ 
亜鉛（ヒ素試験用） Ｚｎ ［Ｋ ８０１２，ひ素分析用］ 砂状 
アセチルアセトン ＣＨ３ＣＯＣＨ２ＣＯＣＨ３ ［Ｋ ８０２７，特級］ 
アセトニトリル ＣＨ３ＣＮ ［Ｋ ８０３２，特級］ 
４―アミノアンチピリン Ｃ１１Ｈ１３Ｎ３Ｏ ［Ｋ ８０４８，特級］ 
アンモニア水 ＮＨ３ ［Ｋ ８０８５，特級］ 本品はアンモニア２８～３０％を含

む。 
イソプロピルベンゼン 本品はイソプロピルベンゼン９８％以上を含む。 
エタノール（９９．５） Ｃ２Ｈ５ＯＨ ［Ｋ ８１０１，特級］ 
エタノール（塩化ビニル試験用） エタノール（９９．５），塩化ビニルの試験を行

うとき，試験を妨害する物質を含まないことを確認する。 
エチルベンゼン Ｃ２Ｈ５Ｃ６Ｈ５ 本品はエチルベンゼン９９％以上を含む。 
エピクロルヒドリン Ｃ３Ｈ５ＣｌＯ 本品はエピクロルヒドリン９８％以上を含む。 
塩化アンチモン（Ⅲ） ＳｂＣｌ３ ［Ｋ ８４００，特級］ 
塩化スズ（Ⅱ）二水和物 ＳｎＣｌ２・２Ｈ２Ｏ ［Ｋ ８１３６，塩化すず（Ⅱ）二水

和物，特級］ 
塩化ビニリデン Ｃ２Ｈ２Ｃｌ２ 本品は塩化ビニリデン９９％以上を含む。 
塩化ビニル Ｃ２Ｈ３Ｃｌ 本品は塩化ビニル９９．５％以上を含む。 



 

塩酸 ＨＣｌ ［Ｋ ８１８０，特級］ 
塩酸（ヒ素試験用） ＨＣｌ ［Ｋ ８１８０，ひ素分析用］ 
カプロラクタム Ｃ６Ｈ１１ＮＯ 本品はカプロラクタム９８％以上を含む。 
過マンガン酸カリウム ＫＭｎＯ４ ［Ｋ ８２４７，特級］ 
金属カドミウム Ｃｄ 本品はカドミウム９９．９％以上を含む。 
クエン酸一水和物 Ｈ３Ｃ６Ｈ５Ｏ７・Ｈ２Ｏ ［Ｋ ８２８３，くえん酸一水和物，特

級］ 
グリセリン ＣＨ２（ＯＨ）ＣＨ（ＯＨ）ＣＨ２ＯＨ ［Ｋ ８２９５，特級］ 
クレゾールリン酸エステル （Ｃ６Ｈ４ＣＨ３Ｏ）３ＰＯ 本品はクレゾールリン酸エス

テル９０％以上を含む。 
酢酸 ＣＨ３ＣＯＯＨ ［Ｋ ８３５５，特級］ 
酢酸アンモニウム ＣＨ３ＣＯＯＮＨ４ ［Ｋ ８３５９，特級］ 
酢酸ナトリウム ＣＨ３ＣＯＯＮａ ［Ｋ ８３７２，特級］ 
酢酸鉛（Ⅱ）三水和物 Ｐｂ（ＣＨ３ＣＯＯ）２・３Ｈ２Ｏ ［Ｋ ８３７４，特級］ 
三酸化二ヒ素 Ａｓ２Ｏ３ ［Ｋ ８０４４，三酸化二ひ素，特級］ 
シアン化カリウム ＫＣＮ ［Ｋ ８４４３，特級］ 
Ｎ，Ｎ―ジエチルジチオカルバミド酸銀 Ｃ５Ｈ１０ＡｇＮＳ２ ［Ｋ ９５１２，特

級］ 
ジエチルベンゼン 本品は１，４―ジエチルベンゼン９８％以上を含む。 
１，２―ジクロロベンゼン Ｃ６Ｈ４Ｃｌ２ 本品は１，２―ジクロロベンゼン９８％

以上を含む。 
ジクロロメタン ＣＨ２Ｃｌ２ ［Ｋ ８１６１，特級］ 
Ｎ，Ｎ―ジメチルアセトアミド ＣＨ３ＣＯＮ（ＣＨ３）２ 塩化ビニリデン又は塩化

ビニルの試験を行うとき，試験を妨害する物質を含まないことを確認する。 
ジフェニルカーボネート （Ｃ６Ｈ５）２ＣＯ３ 本品はジフェニルカーボネート９７％

以上を含む。 
シュウ酸アンモニウム一水和物 （ＮＨ４）２Ｃ２Ｏ４・Ｈ２Ｏ ［Ｋ ８５２１，しゅ

う酸アンモニウム一水和物，特級］ 
シュウ酸ナトリウム ＮａＣ２Ｏ４ ［Ｋ ８５２８，しゅう酸ナトリウム，特級］ 
硝酸 ＨＮＯ３ ［Ｋ ８５４１，特級］ 
硝酸鉛（Ⅱ） Ｐｂ（ＮＯ３）２ ［Ｋ ８５６３，特級］ 
硝酸バリウム Ｂａ（ＮＯ３）２ ［Ｋ ８５６５，特級］ 
水酸化ナトリウム ＮａＯＨ ［Ｋ ８５７６，特級］ 
スチレン Ｃ６Ｈ５ＣＨＣＨ２ 本品はスチレン９９％以上を含む。 
炭酸ナトリウム Ｎａ２ＣＯ３ ［Ｋ ８６２５，特級］ 



 

窒素 Ｎ２ 高純度窒素を用いる。 
テトラエチルホウ酸ナトリウム （Ｃ２Ｈ５）４ＢＮａ 本品はテトラエチルホウ酸ナ

トリウム９８％以上を含む。 
テトラヒドロフラン Ｃ４Ｈ８Ｏ ［Ｋ ９７０５，特級］ 揮発性物質の試験を行う

とき，試験を妨害する物質を含まないことを確認する。 
トリエチルアミン （Ｃ２Ｈ５）３Ｎ 本品はトリエチルアミン９９％以上を含む。 
トリブチルアミン （Ｃ４Ｈ９）３Ｎ 本品はトリブチルアミン９８％以上を含む。 
トリメチルベンゼン Ｃ９Ｈ１２ 本品は１，３，５―トリメチルベンゼン９７％以上

を含む。 
トルエン Ｃ６Ｈ５ＣＨ３ ［Ｋ ８６８０，特級］ 
二塩化ジブチルスズ （Ｃ４Ｈ９）２ＳｎＣｌ２ 本品は二塩化ジブチルスズ９７％以上

を含む。 
二酸化ゲルマニウム ＧｅＯ２ 本品は二酸化ゲルマニウム９９％以上を含む。 
Ｌ―乳酸リチウム ＣＨ３ＣＨ（ＯＨ）ＣＯＯＬｉ 本品は乳酸リチウム９７％以上を

含む。 
ビスフェノールＡ （ＣＨ３）２Ｃ（Ｃ６Ｈ４ＯＨ）２ 本品はビスフェノールＡ９９％

以上を含む。 
ピリジン Ｃ５Ｈ５Ｎ ［Ｋ ８７７７，特級］ 
フェノール Ｃ６Ｈ５ＯＨ ［Ｋ ８７９８，特級］ 
ｐ―ｔｅｒｔ―ブチルフェノール （ＣＨ３）３ＣＣ６Ｈ４ＯＨ 本品はｐ―ｔｅｒｔ―

ブチルフェノール９９％以上を含む。 
プロピルベンゼン Ｃ６Ｈ５Ｃ３Ｈ７ 本品はプロピルベンゼン９７％以上を含む。 
ブロモフェノールブルー Ｃ１９Ｈ１０Ｂｒ４Ｏ５Ｓ ［Ｋ ８８４４，特級］ 
ヘキサン Ｃ６Ｈ１４ ［Ｋ ８８４８，特級］ 
ヘキサシアノ鉄（Ⅲ）酸カリウム Ｋ３［Ｆｅ（ＣＮ）６］ ［Ｋ ８８０１，特級］ 
ヘプタン Ｃ７Ｈ１６ ［Ｋ ９７０１，特級］ 
ペンタン Ｃ５Ｈ１２ エピクロルヒドリンの試験を行うとき，試験を妨害する物質を

含まないことを確認する。 
ホウ酸 Ｈ３ＢＯ３ ［Ｋ ８８６３，ほう酸，特級］ 
メタクリル酸メチル Ｃ３Ｈ５ＣＯＯＣＨ３ 本品はメタクリル酸メチル９８％以上を

含む。 
メチレンブルー Ｃ６Ｈ１８ＣｌＮ３Ｓ・３Ｈ２Ｏ ［Ｋ ８８９７，特級］ 
２―メルカプトイミダゾリン Ｃ３Ｈ６Ｎ２Ｓ 本品は２―メルカプトイミダゾリン９

５％以上を含む。 
ヨウ化カリウム ＫＩ ［Ｋ ８９１３，よう化カリウム，特級］ 



 

硫化ナトリウム九水和物 Ｎａ２Ｓ・９Ｈ２Ｏ ［Ｋ ８９４９，特級］ 
硫酸 Ｈ２ＳＯ４ ［Ｋ ８９５１，特級］ 
リン酸 Ｈ３ＰＯ４ ［Ｋ ９００５，特級］ 

２ 試液 
試液の調製には１ 試薬に記載の試薬を用いる。 

アセチルアセトン試液 酢酸アンモニウム１５０ｇを水に溶かし、酢酸３ｍＬ及びア
セチルアセトン２ｍＬを加え、更に水を加えて１，０００ｍＬとする。用時調製す
る。 

４―アミノアンチピリン試液 ４―アミノアンチピリン１．３６ｇを水に溶かして
１，０００ｍＬとする。 

アンモニア試液 アンモニア水４００ｍＬを量り、水を加えて１，０００ｍＬとす
る。 

２０％エタノール エタノール（９９．５）４０ｍＬを量り、水を加えて２００ｍＬ
とする。 

塩化スズ（Ⅱ）試液 塩化スズ（Ⅱ）二水和物４ｇを量り、塩酸（ヒ素試験用）１２５
ｍＬを加えて溶かし、水を加えて２５０ｍＬとする。共栓瓶に入れ、密栓をして保
存する。調製後１箇月以内に使用する。 

６ｍｏｌ／Ｌ塩酸 塩酸５４０ｍＬに水を加えて１，０００ｍＬとする。 
１ｍｏｌ／Ｌ塩酸 塩酸９０ｍＬに水を加えて１，０００ｍＬとする。 
０．１ｍｏｌ／Ｌ塩酸 １ｍｏｌ／Ｌ塩酸１００ｍＬに水を加えて１，０００ｍＬと

する。 
希硫酸（持続耐圧試験用） 硫酸７．５４ｇを水１，０００ｍＬに徐々に加える。 
０．５％クエン酸溶液 クエン酸一水和物５ｇを量り、水を加えて１，０００ｍＬと

し、水酸化ナトリウム試液を用いてｐＨを３．５に調整する。 
４％酢酸 酢酸４０ｍＬを量り、水を加えて１，０００ｍＬとする。 
５ｍｏｌ／Ｌ酢酸アンモニウム試液 酢酸アンモニウム３８．５ｇを水に溶かして１

００ｍＬとする。 
１ｍｏｌ／Ｌ酢酸アンモニウム試液 酢酸アンモニウム７７ｇを水に溶かして１，０

００ｍＬとする。 
酢酸・酢酸ナトリウム緩衝液 第１液：酢酸１２ｇを量り、水を加えて１００ｍＬと

する。 
第２液：酢酸ナトリウム１６．４ｇを水に溶かして１００ｍＬとする。 
第１液３容量と第２液７容量を混和する。 

酢酸鉛試液 酢酸鉛（Ⅱ）三水和物１１．８ｇを量り、水に溶かして１００ｍＬとし、
酢酸（１→４）２滴を加える。密栓して保存する。 



 

シアン化カリウム試液 シアン化カリウム１ｇを水１０ｍＬに溶かす。用時調製す
る。 

ジエチルベンゼン試液 ジエチルベンゼン１ｍＬにテトラヒドロフランを加えて１０
０ｍＬとし、その１０ｍＬを採り、更にテトラヒドロフランを加えて１００ｍＬと
する。 

ジクロロベンゼン試液 トリメチルベンゼン５０㎎に１，２―ジクロロベンゼンを加
えて２００ｍＬとする。 

シュウ酸アンモニウム試液 シュウ酸アンモニウム一水和物の飽和溶液である。シュ
ウ酸アンモニウム一水和物５ｇを水に溶かして１００ｍＬとする。 

０．１ｍｏｌ／Ｌ硝酸 硝酸６．４ｍＬに水を加えて１，０００ｍＬとする。 
水酸化ナトリウム試液 水酸化ナトリウム４．３ｇを水に溶かして１００ｍＬとす

る。 
０．２ｍｏｌ／Ｌ水酸化ナトリウム試液 水酸化ナトリウム８．０ｇを水に溶かし、

１，０００ｍＬとする。 
テトラエチルホウ酸ナトリウム試液 テトラエチルホウ酸ナトリウム１ｇを水に溶か

して５０ｍＬとする。用時調製する。 
ヒ化水素吸収液 Ｎ，Ｎ―ジエチルジチオカルバミド酸銀０．５０ｇをピリジンに溶

かして１００ｍＬとする。この液は遮光した共栓瓶に入れ、冷所に保存する。 
ブロモフェノールブルー試液 ブロモフェノールブルー０．１ｇを量り、５０％エタ

ノール１００ｍＬを加えて溶かし、必要があればろ過する。 
ヘキサシアノ鉄（Ⅲ）酸カリウム試液 ヘキサシアノ鉄（Ⅲ）酸カリウム８．６ｇを

水に溶かし、アンモニア水１．８ｍＬ及び水を加えて１，０００ｍＬとする。 
ホウ酸緩衝液 第１液：水酸化ナトリウム４．０ｇを水に溶かして１００ｍＬとす

る。 
第２液：ホウ酸６．２ｇを水に溶かして１００ｍＬとする。 
第１液と第２液を等容量ずつ量り混和する。 

メチレンブルー試液（ピンホール試験用） メチレンブルー０．４ｇを量り、エタノ
ール１０ｍＬを含む水に溶かして１００ｍＬとする。 

ヨウ化カリウム試液 ヨウ化カリウム１６．５ｇを量り、水を加えて溶かし１００ｍ
Ｌとする。遮光して保存する。 

硫化ナトリウム試液 硫化ナトリウム九水和物５ｇを量り、水１０ｍＬ及びグリセリ
ン３０ｍＬの混液を加えて溶かす。遮光した小瓶にほとんど全満し、密栓して保存
する。調製後３箇月以内に使用する。 

０．２ｍｏｌ／Ｌリン酸 リン酸１４ｍＬに水を加えて１，０００ｍＬとする。 
３ 容量分析用標準溶液 



 

０．００２ｍｏｌ／Ｌ過マンガン酸カリウム溶液 過マンガン酸カリウム約０．３１
ｇを水に溶かして１，０００ｍＬとする。遮光した共栓ビンに保存する。用時０．
００５ｍｏｌ／Ｌシュウ酸ナトリウム溶液を用いて標定する。 
標定 水１００ｍＬを採り、硫酸（１→３）５ｍＬ及び過マンガン酸カリウム溶液

５ｍＬを加えて５分間煮沸する。次いで、加熱をやめ、直ちに０．００５ｍｏｌ
／Ｌシュウ酸ナトリウム溶液１０ｍＬを加えて脱色した後、過マンガン酸カリウ
ム溶液を微紅色が消えずに残るまで滴加する。この液に硫酸（１→３）５ｍＬ及
び過マンガン酸カリウム溶液５ｍＬを加え、５分間煮沸した後、０．００５ｍｏ
ｌ／Ｌシュウ酸ナトリウム溶液１０ｍＬを加え、直ちに過マンガン酸カリウム溶
液で滴定し、次式により過マンガン酸カリウム溶液のファクターを求める。 

ファクター＝１０／（５＋ａ） 
ただし、ａ：過マンガン酸カリウム溶液の滴定量（ｍＬ） 

０．００５ｍｏｌ／Ｌシュウ酸ナトリウム溶液 シュウ酸ナトリウム０．６７００ｇ
を水に溶かして１，０００ｍＬとし、遮光した共栓ビンに保存する。調製後１箇月
以内に使用する。 

４ 標準溶液、標準原液 
亜鉛標準原液 亜鉛１．０ｇを量り、６ｍｏｌ／Ｌ塩酸に溶かして水浴上で蒸発乾固

し、残留物に１ｍｏｌ／Ｌ塩酸を加えて１，０００ｍＬとする。本液１ｍＬは亜鉛
１㎎を含む。 

亜鉛標準溶液 亜鉛標準原液１ｍＬを採り、水を加えて５０ｍＬとする。その１ｍＬ
を採り試験溶液と同じ浸出用液を加えて２０ｍＬとする。水を浸出用液とする場合
にはこれに酢酸５滴を加える。本液１ｍＬは亜鉛１μｇを含む。 

アンチモン標準原液 塩化アンチモン（Ⅲ）１．８７４ｇを量り、少量の塩酸（１→
２）で溶解した後、塩酸（１→１０）を加えて１，０００ｍＬとする。本液１ｍＬ
はアンチモン１㎎を含む。 

アンチモン標準溶液 アンチモン標準原液１ｍＬを採り、４％酢酸を加えて１００ｍ
Ｌとし、その１ｍＬを採り４％酢酸を加えて２００ｍＬとする。本液１ｍＬはアン
チモン０．０５μｇを含む。 

アンチモン標準溶液（乳等の容器包装試験用） アンチモン標準原液１ｍＬを採り、
４％酢酸を加えて１００ｍＬとし、その０．５ｍＬを採り４％酢酸を加えて２００
ｍＬとする。本液１ｍＬはアンチモン０．０２５μｇを含む。 

エピクロルヒドリン標準溶液 エピクロルヒドリン１００㎎をペンタンに溶かして１
００ｍＬとし、その１ｍＬを採り、ペンタンを加えて１００ｍＬとする。更にこの
液５ｍＬを採り、ペンタンを加えて１００ｍＬとする。本液１ｍＬはエピクロルヒ
ドリン０．５μｇを含む。 



 

塩化ビニリデン標準溶液 １００ｍＬのメスフラスコに約９８ｍＬのＮ，Ｎ―ジメチ
ルアセトアミドを入れ、シリコーンゴム栓をする。このメスフラスコに塩化ビニリ
デンを２５０μＬ、シリコーンゴム栓を通して注入する。更にシリコーンゴム栓を通
してＮ，Ｎ―ジメチルアセトアミドを注入して１００ｍＬとする。この液１ｍＬを
採り、Ｎ，Ｎ―ジメチルアセトアミドを加えて５０ｍＬとする。本液１ｍＬは塩化
ビニリデン６０μｇを含む。 

塩化ビニル標準溶液 ２００ｍＬのメスフラスコに約１９０ｍＬのエタノール（塩化
ビニル試験用）を入れ、シリコーンゴム栓をして重量を測定する。このメスフラス
コをメタノール・ドライアイス浴で冷却し、あらかじめ液化した塩化ビニル２００
㎎をシリコーンゴム栓を通して注入する。シリコーンゴム栓を通して、メタノー
ル・ドライアイス浴で冷却したエタノール（塩化ビニル試験用）を注入して２００
ｍＬとする。次いで、これをメタノール・ドライアイス浴で冷却し、その１ｍＬを
採り、メタノール・ドライアイス浴で冷却したエタノール（塩化ビニル試験用）を
加えて１００ｍＬとする。メタノール・ドライアイス浴中で保存する。本液１ｍＬ
は塩化ビニル１０μｇを含む。 

カドミウム標準原液 金属カドミウム１００㎎を量り、１０％硝酸５０ｍＬに溶かし
て水浴上で蒸発乾固し、残留物に０．１ｍｏｌ／Ｌ硝酸を加えて１００ｍＬとす
る。本液１ｍＬはカドミウム１㎎を含む。 

カドミウム標準溶液 カドミウム標準原液１ｍＬを採り、試験溶液と同じ溶媒を加え
て２００ｍＬとする。ただし、試験溶液が水の場合には硝酸を５滴加える。本液１
ｍＬはカドミウム５μｇを含む。 

カドミウム標準溶液（金属缶試験用） カドミウム標準溶液２ｍＬを採り、浸出用液
を加えて１００ｍＬとする。ただし、浸出用液が水の場合には硝酸を５滴加える。
本液１ｍＬはカドミウム０．１μｇを含む。 

カプロラクタム標準溶液 カプロラクタム１．５ｇを量り、２０％エタノールに溶か
して１，０００ｍＬとする。この液１ｍＬを採り、２０％エタノールを加えて１０
０ｍＬとする。本液１ｍＬはカプロラクタム１５μｇを含む。 

クレゾールリン酸エステル標準溶液 クレゾールリン酸エステル１００㎎を採り、ア
セトニトリルを加えて溶解し１００ｍＬとする。その１ｍＬを採り、アセトニトリ
ル６０ｍＬを加えた後、水を加えて１００ｍＬとする。本液１ｍＬはクレゾールリ
ン酸エステル１０μｇを含む。 

ゲルマニウム標準原液 二酸化ゲルマニウム１４４㎎を白金るつぼに量り、炭酸ナト
リウム１ｇを加え、十分に混合した後、加熱融解し、冷後、水を加えて溶かす。塩
酸を加えて中和した後、１ｍＬ過剰に塩酸を加え、更に水を加えて１００ｍＬとす
る。本液１ｍＬはゲルマニウム１㎎を含む。 



 

ゲルマニウム標準溶液 ゲルマニウム標準原液１ｍＬを採り、４％酢酸を加えて１０
０ｍＬとする。その１ｍＬを採り、４％酢酸を加えて１００ｍＬとする。本液１ｍ
Ｌはゲルマニウム０．１μｇを含む。 

ゲルマニウム標準溶液（乳等の容器包装試験用） ゲルマニウム標準原液１ｍＬを採
り、４％酢酸を加えて１００ｍＬとする。その０．５ｍＬを採り、４％酢酸を加え
て１００ｍＬとする。本液１ｍＬはゲルマニウム０．０５μｇを含む。 

ジブチルスズ標準溶液 二塩化ジブチルスズ１００㎎にアセトン及び塩酸２～３滴を
加えて溶かした後、アセトンを加えて１００ｍＬとする。その１ｍＬを採り、ヘキ
サン及び塩酸２～３滴を加えて１，０００ｍＬとする。本液１ｍＬは二塩化ジブチ
ルスズ１μｇを含む。 

鉛標準原液 硝酸鉛（Ⅱ）１５９．８㎎を１０％硝酸１０ｍＬに溶かし、水を加えて１
００ｍＬとする。本液１ｍＬは鉛１㎎を含む。 

鉛標準溶液 鉛標準原液１ｍＬを採り、試験溶液と同じ溶媒を用いて２００ｍＬとす
る。ただし、試験溶液が水の場合には硝酸を５滴加える。本液１ｍＬは鉛５μｇを含
む。 

鉛標準溶液（金属缶試験用） 鉛標準溶液８ｍＬを採り、浸出用液と同じ溶媒を用い
て１００ｍＬとする。ただし、浸出用液が水の場合には硝酸５滴を加える。本液１
ｍＬは鉛０．４μｇを含む。 

鉛標準溶液（重金属試験用） 鉛標準原液１ｍＬを採り、水を加えて１００ｍＬとす
る。用時調製する。本液１ｍＬは鉛１０μｇを含む。 

乳酸標準溶液 Ｌ―乳酸リチウム１．０７ｇを採り、水を加えて１，０００ｍＬとす
る。この液３ｍＬを採り、水を加えて１００ｍＬとする。本液１ｍＬは乳酸３０μｇ
を含む。 

バリウム標準原液 硝酸バリウム１９０．３㎎を０．１ｍｏｌ／Ｌ硝酸に溶かして１
００ｍＬとする。本液１ｍＬはバリウム１㎎を含む。 

バリウム標準溶液 バリウム標準原液１ｍＬを採り、０．１ｍｏｌ／Ｌ硝酸を加えて
１，０００ｍＬとする。本液１ｍＬはバリウム１μｇを含む。 

ヒ素標準原液 三酸化二ヒ素を微細な粉末とし、１０５℃で４時間乾燥し、その０．
１０ｇを量り、水酸化ナトリウム溶液（１→５）５ｍＬを加えて溶かす。この液を
硫酸（１→２０）で中和し、更に硫酸（１→２０）１０ｍＬを追加し、新たに煮沸
し冷却した水を加えて１，０００ｍＬとする。本液１ｍＬは三酸化二ヒ素０．１㎎
を含む。 

ヒ素標準溶液 ヒ素標準原液１０ｍＬを採り、硫酸（１→２０）１０ｍＬを加え、新
たに煮沸し冷却した水を加えて１，０００ｍＬとする。本液１ｍＬは、三酸化二ヒ
素１μｇを含む。用時調製し、共栓瓶に保存する。 



 

ヒ素標準溶液（乳等の容器包装試験用） ヒ素標準原液５ｍＬを採り、硫酸（１→２
０）１０ｍＬを加え、新たに煮沸し冷却した水を加えて１，０００ｍＬとする。本
液１ｍＬは、三酸化二ヒ素０．５μｇを含む。用時調製し、共栓瓶に保存する。 

フェノール標準溶液 フェノール１．０ｇを水に溶かして１００ｍＬとし、その１ｍ
Ｌを採り、水を加えて１００ｍＬとする。更にこの液１ｍＬを採り、水を加えて２
０ｍＬとする。本液１ｍＬはフェノール５μｇを含む。 

メタクリル酸メチル標準溶液 メタクリル酸メチル１．５ｇを採り、２０％エタノー
ルに溶かして１，０００ｍＬとする。この液１ｍＬを採り、２０％エタノールを加
えて１００ｍＬとする。本液１ｍＬはメタクリル酸メチル１５μｇを含む。 

２―メルカプトイミダゾリン標準溶液 ２―メルカプトイミダゾリン２００㎎を採
り、メタノールに溶かして１００ｍＬとする。この液１ｍＬを採り、メタノールを
加えて１００ｍＬとする。本液１ｍＬは２―メルカプトイミダゾリン２０μｇを含
む。 

Ｄ 器具若しくは容器包装又はこれらの原材料の材質別規格 
１ ガラス製、陶磁器製又はホウロウ引きの器具又は容器包装 

ガラス製，陶磁器製又はホウロウ引きの器具又は容器包装は，次の試験法による試
験に適合しなければならない。 
（１） 液体を満たしたときにその深さが２．５㎝以上である試料（ただし、ホウロ

ウ引きのものであって容量が３Ｌ以上のものを除く。） 
１．試験溶液の調製 

試料（ただし，ホウロウ引きのものであつて容量が３Ｌ以上のものを除く。）
を水でよく洗つた後，４％酢酸を満たして，常温で暗所に２４時間放置する。こ
の液をビーカーに移し試験溶液とする。 

２．溶出試験 
ａ カドミウム及び鉛 
① 検量線の作成 

カドミウム標準溶液及び鉛標準溶液を４％酢酸で適宜希釈し、原子吸光光
度法、誘導結合プラズマ質量分析法又は誘導結合プラズマ発光分光分析法に
より測定し、カドミウム及び鉛それぞれの検量線を作成する。 

② 定量法 
試験溶液について、原子吸光光度法、誘導結合プラズマ質量分析法又は誘

導結合プラズマ発光分光分析法により、カドミウム及び鉛の溶出量を求める
とき、その量は、次の表の第１欄に掲げる器具又は容器包装の区分に応じ、
それぞれカドミウムにあっては同表の第２欄に掲げる量以下、鉛にあっては
同表の第３欄に掲げる量以下でなければならない。 



 

 

第１欄 第２欄 第３欄 

ガラス製の
器具又は容
器包装 

加熱調理用器具 ０．０５μｇ
／ｍＬ 

０．５μｇ／
ｍＬ 

加熱調理用器
具以外のもの 

容量６００ｍＬ
未満のもの 

０．５μｇ／
ｍＬ 

１．５μｇ／
ｍＬ 

容量６００ｍＬ
以上３Ｌ未満の
もの 

０．２５μｇ
／ｍＬ 

０．７５μｇ
／ｍＬ 

容量３Ｌ以上の
もの 

０．２５μｇ
／ｍＬ 

０．５μｇ／
ｍＬ 

陶磁器製の
器具又は容
器包装 

加熱調理用器具 ０．０５μｇ
／ｍＬ 

０．５μｇ／
ｍＬ 

加熱調理用器
具以外のもの 

容量１．１Ｌ未
満のもの 

０．５μｇ／
ｍＬ 

２μｇ／ｍＬ 

容量１．１Ｌ以
上３Ｌ未満のも
の 

０．２５μｇ
／ｍＬ 

１μｇ／ｍＬ 

容量３Ｌ以上の
もの 

０．２５μｇ
／ｍＬ 

０．５μｇ／
ｍＬ 

ホウロウ引
きの器具又
は容器包装 

加熱調理用器具であって容量
が３Ｌ未満のもの 

０．０７μｇ
／ｍＬ 

０．４μｇ／
ｍＬ 

加熱調理用器具以外のもので
あって容量が３Ｌ未満のもの 

０．０７μｇ
／ｍＬ 

０．８μｇ／
ｍＬ 

（２） 液体を満たすことのできない試料若しくは液体を満たしたときにその深さが
２．５㎝未満である試料又はホウロウ引きのものであって容量が３Ｌ以上の試料 
１．試験溶液の調製 

試料（ホウロウ引きのものであつて容量が３Ｌ以上のものの場合は，試験片を
作成してこれを試料とする。）を水でよく洗つた後，４％酢酸を浸出用液とし
て，常温で暗所に２４時間放置する。 

２．溶出試験 



 

ａ カドミウム及び鉛 
① 検量線の作成 

カドミウム標準溶液及び鉛標準溶液を４％酢酸で適宜希釈し、原子吸光光
度法、誘導結合プラズマ質量分析法又は誘導結合プラズマ発光分光分析法に
より測定し、カドミウム及び鉛それぞれの検量線を作成する。 

② 定量法 
試験溶液について、原子吸光光度法、誘導結合プラズマ質量分析法又は誘

導結合プラズマ発光分光分析法により、カドミウム及び鉛の濃度Ｃ（μｇ／ｍ
Ｌ）をそれぞれ求め、試料の表面積をＳ（㎝２）、浸出用液の全量をＶ（ｍ
Ｌ）とし、次式により単位面積あたりの溶出量をそれぞれ求めるとき、その
量は、次の表の第１欄に掲げる器具又は容器包装の区分に応じ、それぞれカ
ドミウムにあっては同表の第２欄に掲げる量以下、鉛にあっては同表の第３
欄に掲げる量以下でなければならない。 

単位面積当たりの溶出量（μｇ／㎝２）＝（Ｃ×Ｖ）／Ｓ 

 

第１欄 第２欄 第３欄 

ガラス製の器具又は容器包装 ０．７μｇ／
㎝２ 

８μｇ／㎝２ 

陶磁器製の器具又は容器包装 ０．７μｇ／
㎝２ 

８μｇ／㎝２ 

ホウロウ引
きの器具又
は容器包装 

液体を満たす
ことのできな
いもの又は液
体を満たした
ときにその深
さが２．５㎝
未満のもの 

加熱調理用器具 ０．５μｇ／
㎝２ 

１μｇ／㎝２ 

加熱調理用器具
以外のもの 

０．７μｇ／
㎝２ 

８μｇ／㎝２ 

液体を満たしたときにその深
さが２．５㎝以上のものであ
って容量が３Ｌ以上のもの 

０．５μｇ／
㎝２ 

１μｇ／㎝２ 

２ 合成樹脂製の器具又は容器包装 
（１） 一般規格 

合成樹脂製の器具又は容器包装は，次の試験法による試験（フェノール樹脂，メ



 

ラミン樹脂又はユリア樹脂を主成分とする合成樹脂製のものについては，２．溶出
試験のｂに示す過マンガン酸カリウム消費量の試験を除く。）に適合しなければな
らない。 
１．材質試験 

ａ カドミウム及び鉛 
試料１．０ｇを白金製、石英製又は耐熱ガラス製の蒸発皿に採り、硫酸２ｍ

Ｌを加え徐々に加熱し、更に硫酸の白煙がほとんど出なくなり、大部分が炭化
するまで加熱する。これを約４５０℃の電気炉で加熱して灰化する。完全に灰
化するまで、蒸発皿の内容物を硫酸で潤して再び加熱する操作を繰り返し行
う。この残留物に塩酸（１→２）５ｍＬを加えてかき混ぜ、水浴上で蒸発乾固
する。冷後０．１ｍｏｌ／Ｌ硝酸２０ｍＬを加えて溶解し、不溶物がある場合
はろ過をして試験溶液とする。この試験溶液について、原子吸光光度法、誘導
結合プラズマ質量分析法又は誘導結合プラズマ発光分光分析法によりカドミウ
ム及び鉛の試験を行うとき、これに適合しなければならない。これに適合する
とき、試験溶液中のカドミウム及び鉛の量はそれぞれ５μｇ／ｍＬ以下となり、
試料当たりに換算するとそれぞれ１００μｇ／ｇ以下となる。 

２．溶出試験 
ａ 重金属 

浸出用液として４％酢酸を用いて作った試験溶液について、重金属試験を行
うとき、これに適合しなければならない。これに適合するとき、試験溶液中の
重金属の量は鉛として１μｇ／ｍＬ以下となる。 

ｂ 過マンガン酸カリウム消費量 
浸出用液として水を用いて作った試験溶液について、過マンガン酸カリウム

消費量の試験を行うとき、その量は１０μｇ／ｍＬ以下でなければならない。 
（２） 個別規格 

１．フェノール樹脂、メラミン樹脂又はユリア樹脂を主成分とする合成樹脂製の器
具又は容器包装 

フェノール樹脂，メラミン樹脂又はユリア樹脂を主成分とする合成樹脂製の器
具又は容器包装は，次の試験法による試験に適合しなければならない。 
ａ 溶出試験 
① フェノール 

浸出用液として水を用いて作った試験溶液について、モノマー試験法中の
フェノールの試験を行うとき、これに適合しなければならない。これに適合
するとき、試験溶液中のフェノールの量は５μｇ／ｍＬ以下となる。 

② ホルムアルデヒド 



 

浸出用液として水を用いて作つた試験溶液について，モノマー試験法中の
ホルムアルデヒドの試験を行うとき，これに適合しなければならない。 

③ 蒸発残留物 
蒸発残留物試験を行うとき、その量は３０μｇ／ｍＬ以下でなければならな

い。 
２．ホルムアルデヒドを製造原料とする合成樹脂製の器具又は容器包装（ただし、

フェノール樹脂、メラミン樹脂又はユリア樹脂を主成分とする合成樹脂製の器具
又は容器包装を除く。） 

ホルムアルデヒドを製造原料とする合成樹脂製の器具又は容器包装（ただし，
フェノール樹脂，メラミン樹脂又はユリア樹脂を主成分とする合成樹脂製の器具
又は容器包装を除く。）は，次の試験法による試験に適合しなければならない。 
ａ 溶出試験 
① ホルムアルデヒド 

浸出用液として水を用いて作つた試験溶液について，モノマー試験法中の
ホルムアルデヒドの試験を行うとき，これに適合しなければならない。 

② 蒸発残留物 
蒸発残留物試験を行うとき、その量は３０μｇ／ｍＬ以下でなければならな

い。 
３．ポリ塩化ビニルを主成分とする合成樹脂製の器具又は容器包装 

ポリ塩化ビニルを主成分とする合成樹脂製の器具又は容器包装は，次の試験法
による試験に適合しなければならない。 
ａ 材質試験 
① ジブチルスズ化合物 

試料を細切又は粉砕し、その０．５ｇを量り、共栓付フラスコに入れる。
アセトン及びヘキサンの混液（３：７）２０ｍＬ及び塩酸１滴を加え、密栓
をして約４０℃に保ちながら時々振り混ぜて一晩放置する。冷後、この液を
ろ過し、ろ液及び洗液を合わせ、減圧濃縮器を用いて４０℃以下で約１ｍＬ
まで濃縮する。次いで、ヘキサンを用いて２５ｍＬのメスフラスコに移し、
ヘキサンを加えて２５．０ｍＬとする。毎分２，５００回転で、約１０分間
遠心分離を行い、上澄液を試験溶液として添加剤試験法中のジブチルスズ化
合物の試験を行うとき、これに適合しなければならない。これに適合すると
き、試験溶液中のジブチルスズ化合物量は二塩化ジブチルスズとして１μｇ／
ｍＬ以下であり、試料当たりに換算すると５０μｇ／ｇ以下となる。 

② クレゾールリン酸エステル 
試料を細切又は粉砕し、その０．５ｇを量り、共栓付フラスコに入れる。



 

アセトニトリル１５ｍＬを加え、密栓をして約４０℃に保ちながら一晩放置
する。この液をろ過し、ろ液及び洗液を合わせ、アセトニトリルを加えて２
５ｍＬとし、これをアセトニトリル抽出液とする。あらかじめアセトニトリ
ル５ｍＬ並びにアセトニトリル及び水の混液（１：１）５ｍＬをそれぞれ注
入して流したオクタデシルシリル化シリカゲルミニカラムに、アセトニトリ
ル抽出液５ｍＬと水５ｍＬを混和して注入する。その後、アセトニトリル及
び水の混液（２：１）で溶出して溶出液１０ｍＬを採取する。これを試験溶
液として添加剤試験法中のクレゾールリン酸エステルの試験を行うとき、こ
れに適合しなければならない。これに適合するとき、試験溶液中のクレゾー
ルリン酸エステル量は１０μｇ／ｍＬ以下であり、試料当たりに換算すると１
㎎／ｇ以下となる。 

③ 塩化ビニル 
試料を細切し、その０．５ｇを量り、２０ｍＬのセプタムキャップ付きの

ガラス瓶に入れる。次いで、Ｎ，Ｎ―ジメチルアセトアミド２．５ｍＬを加
え、直ちに密封する。これを試験溶液としてモノマー試験法中の塩化ビニル
の試験を行うとき、これに適合しなければならない。これに適合するとき、
試料中の塩化ビニル量は１μｇ／ｇ以下となる。ただし、溶解が困難な試料に
あっては、密封後常温で時々振り混ぜて一晩放置したものを試験溶液とす
る。 

ｂ 溶出試験 
① 蒸発残留物 

蒸発残留物試験を行うとき、その量は３０μｇ／ｍＬ以下でなければならな
い。ただし、ヘプタンを浸出用液とする場合にあっては、１５０μｇ／ｍＬ以
下でなければならない。 

４．ポリエチレン及びポリプロピレンを主成分とする合成樹脂製の器具又は容器包
装 

ポリエチレン及びポリプロピレンを主成分とする合成樹脂製の器具又は容器包
装は，次の試験法による試験に適合しなければならない。 
ａ 溶出試験 
① 蒸発残留物 

蒸発残留物試験を行うとき、その量は３０μｇ／ｍＬ以下でなければならな
い。ただし、使用温度が１００℃以下の試料であってヘプタンを浸出用液と
する場合にあっては、１５０μｇ／ｍＬ以下でなければならない。 

５．ポリスチレンを主成分とする合成樹脂製の器具又は容器包装 
ポリスチレンを主成分とする合成樹脂製の器具又は容器包装は，次の試験法に



 

よる試験に適合しなければならない。 
ａ 材質試験 
① 揮発性物質 

試料約０．５ｇを精密に量り、２０ｍＬのメスフラスコに採り、テトラヒ
ドロフランを約１５ｍＬ加える。試料が溶けた後、ジエチルベンゼン試液１
ｍＬを加え、次にテトラヒドロフランを加え２０ｍＬとする。これを試験溶
液としてモノマー試験法中の揮発性物質の試験を行うとき、スチレン、トル
エン、エチルベンゼン、イソプロピルベンゼン及びプロピルベンゼンの量の
合計は、５㎎／ｇ以下でなければならない。ただし、発泡ポリスチレン（熱
湯を用いるものに限る。）にあっては、各成分の濃度の合計が２㎎／ｇ以下
であり、かつ、スチレン及びエチルベンゼンの濃度がそれぞれ１㎎／ｇ以下
でなければならない。ただし、テトラヒドロフラン添加後一晩放置しても試
料の大部分が溶解しない場合にあっては、細切した試料０．１ｇを精密に量
り、２０ｍＬのセプタムキャップ付きのガラス瓶に入れ、ジクロロベンゼン
試液２．０ｍＬを加え、直ちに密封したものを試験溶液とし、以下の試験を
行うとき、スチレン、トルエン、エチルベンゼン、イソプロピルベンゼン及
びプロピルベンゼンの量の合計は、５㎎／ｇ以下でなければならない。 
イ 検量線の作成 

１００ｍＬのメスフラスコにジクロロベンゼン試液約８０ｍＬを入れ、
スチレン、トルエン、エチルベンゼン、イソプロピルベンゼン及びプロピ
ルベンゼンそれぞれ約１００㎎を精密に量って加え、ジクロロベンゼン試
液を更に加えて１００ｍＬとする。この溶液１ｍＬ、２ｍＬ、３ｍＬ、４
ｍＬ及び５ｍＬを採り、ジクロロベンゼン試液を加えて２０ｍＬとする。
この溶液２．０ｍＬをそれぞれ２０ｍＬのセプタムキャップ付きのガラス
瓶に入れ、直ちに密封したものを標準溶液とする。次いで、密封したガラ
ス瓶を１４０℃に保ちながら時々振り混ぜて１時間加熱する。その後、そ
れぞれの気相１ｍＬを用いて次の操作条件でガスクロマトグラフィーを行
い、得られたガスクロマトグラムからスチレン、トルエン、エチルベンゼ
ン、イソプロピルベンゼン及びプロピルベンゼンの各ピーク面積とトリメ
チルベンゼンのピーク面積との比を求め、それぞれの検量線を作成する。 

操作条件 
カラム 内径０．２５㎜、長さ３０ｍのケイ酸ガラス製細管に、ポリ

エチレングリコールを０．５μｍの厚さでコーティングしたものを用
いる。 

カラム温度 ６０℃で１分間保持した後、毎分６℃で昇温して１５



 

０℃とし、更に毎分３０℃で昇温して１８０℃とする。 
試験溶液注入口温度 ２２０℃ 
検出器 水素炎イオン化検出器を用いる。２２０℃付近で操作する。

水素及び空気量は検出感度が最高となるように調節する。 
キャリヤーガス 窒素又はヘリウムを用いる。トリメチルベンゼンが

約９分で流出する流速に調節する。 
ロ 試験 

試験溶液を用いてイの場合と同様の操作条件によりガスクロマトグラフ
ィーを行い、得られたガスクロマトグラムから各ピーク面積とトリメチル
ベンゼンのピーク面積との比を求める。それぞれの検量線を用いてスチレ
ン、トルエン、エチルベンゼン、イソプロピルベンゼン及びプロピルベン
ゼンの各濃度を求め、次式により各成分の含量を求める。 

含量（μｇ／ｇ）＝（試験溶液の濃度（μｇ／ｍＬ）×２（ｍＬ））／試料の重
量（ｇ） 

ｂ 溶出試験 
① 蒸発残留物 

蒸発残留物試験を行うとき、その量は３０μｇ／ｍＬ以下でなければならな
い。ただし、ヘプタンを浸出用液とする場合にあっては、２４０μｇ／ｍＬ以
下でなければならない。 

６．ポリ塩化ビニリデンを主成分とする合成樹脂製の器具又は容器包装 
ポリ塩化ビニリデンを主成分とする合成樹脂製の器具又は容器包装は，次の試

験法による試験に適合しなければならない。 
ａ 材質試験 
① バリウム 

試料０．５ｇを白金製、石英製又は耐熱ガラス製の蒸発皿に量り、直火上
約３００℃で徐々に炭化した後、約４５０℃で加熱して灰化する。この残留
物に０．１ｍｏｌ／Ｌ硝酸５０ｍＬを加えて溶解する。これを試験溶液とし
て原子吸光光度法、誘導結合プラズマ質量分析法又は誘導結合プラズマ発光
分光分析法によりバリウムの試験を行うとき、これに適合しなければならな
い。これに適合するとき、試験溶液中のバリウム量は１μｇ／ｍＬ以下であ
り、試料当たりに換算すると１００μｇ／ｇ以下となる。 

② 塩化ビニリデン 
試料を細切し、その０．５ｇを量り、２０ｍＬのセプタムキャップ付きガ

ラス瓶に入れる。次いで、Ｎ，Ｎ―ジメチルアセトアミド２．５ｍＬを加
え、直ちに密封する。これを試験溶液としてモノマー試験法中の塩化ビニリ



 

デンの試験を行うとき、これに適合しなければならない。これに適合すると
き、試料中の塩化ビニリデン量は６μｇ／ｇ以下となる。 

ｂ 溶出試験 
① 蒸発残留物 

蒸発残留物試験を行うとき、その量は３０μｇ／ｍＬ以下でなければならな
い。 

７．ポリエチレンテレフタレートを主成分とする合成樹脂製の器具又は容器包装 
ポリエチレンテレフタレートを主成分とする合成樹脂製の器具又は容器包装

は，次の試験法による試験に適合しなければならない。 
ａ 溶出試験 
① アンチモン 

浸出用液として４％酢酸を用いて作った試験溶液について、原子吸光光度
法、誘導結合プラズマ質量分析法又は誘導結合プラズマ発光分光分析法によ
りアンチモンの試験を行うとき、これに適合しなければならない。これに適
合するとき、試験溶液中のアンチモン量は０．０５μｇ／ｍＬ以下となる。 

② ゲルマニウム 
浸出用液として４％酢酸を用いて作った試験溶液について、原子吸光光度

法、誘導結合プラズマ質量分析法又は誘導結合プラズマ発光分光分析法によ
りゲルマニウムの試験を行うとき、これに適合しなければならない。これに
適合するとき、試験溶液中のゲルマニウム量は０．１μｇ／ｍＬ以下となる。 

③ 蒸発残留物 
蒸発残留物試験を行うとき、その量は３０μｇ／ｍＬ以下でなければならな

い。 
８．ポリメタクリル酸メチルを主成分とする合成樹脂製の器具又は容器包装 

ポリメタクリル酸メチルを主成分とする合成樹脂製の器具又は容器包装は，次
の試験法による試験に適合しなければならない。 
ａ 溶出試験 
① メタクリル酸メチル 

浸出用液として２０％エタノールを用いて作った試験溶液について、モノ
マー試験法中のメタクリル酸メチルの試験を行うとき、これに適合しなけれ
ばならない。これに適合するとき、試験溶液中のメタクリル酸メチル量は１
５μｇ／ｍＬ以下となる。 

② 蒸発残留物 
蒸発残留物試験を行うとき、その量は３０μｇ／ｍＬ以下でなければならな

い。 



 

９．ポリアミドを主成分とする合成樹脂製の器具又は容器包装 
ポリアミドを主成分とする合成樹脂製の器具又は容器包装は、次の試験法によ

る試験に適合しなければならない。 
ａ 溶出試験 
① カプロラクタム 

浸出用液として２０％エタノールを用いて作った試験溶液について、モノ
マー試験法中のカプロラクタムの試験を行うとき、これに適合しなければな
らない。これに適合するとき、試験溶液中のカプロラクタム量は１５μｇ／ｍ
Ｌ以下となる。 

② 蒸発残留物 
蒸発残留物試験を行うとき、その量は３０μｇ／ｍＬ以下でなければならな

い。 
１０．ポリメチルペンテンを主成分とする合成樹脂製の器具又は容器包装 

ポリメチルペンテンを主成分とする合成樹脂製の器具又は容器包装は，次の試
験法による試験に適合しなければならない。 
ａ 溶出試験 
① 蒸発残留物 

蒸発残留物試験を行うとき、その量は３０μｇ／ｍＬ以下でなければならな
い。ただし、ヘプタンを浸出用液とする場合にあっては、１２０μｇ／ｍＬ以
下でなければならない。 

１１．ポリカーボネートを主成分とする合成樹脂製の器具又は容器包装 
ａ 材質試験 
① ビスフェノールＡ（フェノール及びｐ―ｔｅｒｔ―ブチルフェノールを含

む。） 
試料１．０ｇを２００ｍＬの三角フラスコに入れ、ジクロロメタン２０ｍ

Ｌを加える。試料が溶けた後、よくかき混ぜながらアセトン１００ｍＬを滴
加し、毎分３，０００回転で約１０分間遠心分離を行い、上澄液を減圧濃縮
器を用いて約２ｍＬとなるまで濃縮する。次いで、アセトニトリル１０ｍＬ
を加え、更に水を加えて２０ｍＬとする。その１ｍＬを採り、孔径０．５μｍ
以下のメンブランフィルターでろ過する。これを試験溶液としてモノマー試
験法中のビスフェノールＡ（フェノール及びｐ―ｔｅｒｔ―ブチルフェノー
ルを含む。）の試験を行うとき、ビスフェノールＡ、フェノール及びｐ―ｔ
ｅｒｔ―ブチルフェノールの量の合計は５００μｇ／ｇ以下でなければならな
い。 

② ジフェニルカーボネート 



 

①ビスフェノールＡ（フェノール及びｐ―ｔｅｒｔ―ブチルフェノールを
含む。）の場合と同様に操作して得られた試験溶液を用いて、モノマー試験
法中のジフェニルカーボネートの試験を行うとき、その量は５００μｇ／ｇ以
下でなければならない。 

③ アミン類 
試料１．０ｇを２００ｍＬの三角フラスコに入れ、ジクロロメタン２０ｍ

Ｌを加える。試料が溶けた後、よくかき混ぜながらアセトン１００ｍＬを滴
加し、毎分３，０００回転で約１０分間遠心分離を行う。上澄液を減圧濃縮
器を用いて約１ｍＬに濃縮した後、ジクロロメタンを加えて２ｍＬとする。
これを試験溶液として添加剤試験法中のアミン類（トリエチルアミン及びト
リブチルアミンに限る。）の試験を行うとき、トリエチルアミン及びトリブ
チルアミンの量の合計は１μｇ／ｇ以下でなければならない。 

ｂ 溶出試験 
① ビスフェノールＡ（フェノール及びｐ―ｔｅｒｔ―ブチルフェノールを含

む。） 
イ 油脂及び脂肪性食品に用いる器具又は容器包装の場合 

試料を水でよく洗った後、試料の表面積１㎝２につき２ｍＬの割合のヘプ
タンを浸出用液として用い、２５℃に保ちながら１時間放置する。この液
２５ｍＬを分液漏斗に移し、アセトニトリル１０ｍＬを加え、５分間激し
く振り混ぜた後、静置し、アセトニトリル層を２５ｍＬのメスフラスコに
移す。ヘプタン層にアセトニトリル１０ｍＬを加え、上記と同様に操作し
て、アセトニトリル層を上記のメスフラスコに合わせる。次いでアセトニ
トリルを加えて２５ｍＬとする。これを試験溶液としてモノマー試験法中
のビスフェノールＡ（フェノール及びｐ―ｔｅｒｔ―ブチルフェノールを
含む。）の試験を行うとき、ビスフェノールＡ、フェノール及びｐ―ｔｅ
ｒｔ―ブチルフェノールの量の合計は２．５μｇ／ｍＬ以下でなければなら
ない。 

ロ 油脂及び脂肪性食品以外の食品に用いる器具又は容器包装の場合 
次の表の第１欄に掲げる食品の器具又は容器包装はそれぞれ第２欄に掲

げる溶媒を浸出用液として用いて作った試験溶液について、モノマー試験
法中のビスフェノールＡ（フェノール及びｐ―ｔｅｒｔ―ブチルフェノー
ルを含む。）の試験を行うとき、ビスフェノールＡ、フェノール及びｐ―
ｔｅｒｔ―ブチルフェノールの量の合計は２．５μｇ／ｍＬ以下でなければ
ならない。 

 



 

第１欄 第２欄 

酒類 ２０％エタノール 

油脂及び脂肪性食品並
びに酒類以外の食品 

ｐＨ５を超えるもの 水 

ｐＨ５以下のもの ４％酢酸 

② 蒸発残留物 
蒸発残留物試験を行うとき、その量は３０μｇ／ｍＬ以下でなければならな

い。 
１２．ポリビニルアルコールを主成分とする合成樹脂製の器具又は容器包装 

ポリビニルアルコールを主成分とする合成樹脂製の器具又は容器包装は，次の
試験法による試験に適合しなければならない。 
ａ 溶出試験 
① 蒸発残留物 

蒸発残留物試験を行うとき、その量は３０μｇ／ｍＬ以下でなければならな
い。 

１３．ポリ乳酸を主成分とする合成樹脂製の器具又は容器包装 
ポリ乳酸を主成分とする合成樹脂製の器具又は容器包装は，次の試験法による

試験に適合しなければならない。 
ａ 溶出試験 
① 総乳酸 

浸出用液として水を用いて作った試験溶液について、モノマー試験法中の
総乳酸の試験を行うとき、これに適合しなければならない。これに適合する
とき、試験溶液中の総乳酸量は３０μｇ／ｍＬ以下となる。 

② 蒸発残留物 
蒸発残留物試験を行うとき、その量は３０μｇ／ｍＬ以下でなければならな

い。 
１４．ポリエチレンナフタレートを主成分とする合成樹脂製の器具又は容器包装 

ポリエチレンナフタレートを主成分とする合成樹脂製の器具又は容器包装は、
次の試験法による試験に適合しなければならない。 
ａ 溶出試験 
① ゲルマニウム 

浸出用液として４％酢酸を用いて作った試験溶液について、原子吸光光度
法、誘導結合プラズマ質量分析法又は誘導結合プラズマ発光分光分析法によ
りゲルマニウムの試験を行うとき、これに適合しなければならない。これに
適合するとき、試験溶液中のゲルマニウム量は０．１μｇ／ｍＬ以下となる。 



 

② 蒸発残留物 
蒸発残留物試験を行うとき、その量は３０μｇ／ｍＬ以下でなければならな

い。 
３ ゴム製の器具又は容器包装 

（１） ゴム製の器具（ほ乳器具を除く。）又は容器包装 
ゴム製の器具（ほ乳器具を除く。）又は容器包装は，次の試験法による試験（塩

素を含まないゴム製のものについては，１．材質試験のｂに示す２―メルカプトイ
ミダゾリンの試験を除く。）に適合しなければならない。 
１．材質試験 

ａ カドミウム及び鉛 
シリコーンゴム製以外の試料にあっては、試料１．０ｇを白金製、石英製又

は耐熱ガラス製の蒸発皿に採り、硫酸２ｍＬを加えて徐々に加熱し、更に硫酸
の白煙がほとんど出なくなり、大部分が炭化するまで加熱する。これを約４５
０℃の電気炉で加熱して灰化する。完全に灰化するまで、蒸発皿の内容物を硫
酸で潤して再び加熱する操作を繰り返し行う。この残留物に塩酸（１→２）５
ｍＬを加えてかき混ぜ、水浴上で蒸発乾固する。冷後０．１ｍｏｌ／Ｌ硝酸２
０ｍＬを加えて溶解し、不溶物がある場合はろ過をして試験溶液とする。 

シリコーンゴム製の試料にあっては、試料を細切し、その０．５ｇを量り、
白金又はニッケル製るつぼに入れる。水酸化ナトリウム５ｇ及びホウ酸２ｇを
加えかき混ぜる。ガスバーナーで内容物が溶解する温度で緩やかに加熱する。
試料が完全に溶解したら直ちに加熱をやめ、室温で放冷する。ビーカーに熱水
約７５ｍＬ及びるつぼを入れ、適宜加温しながら振り混ぜてるつぼ中の固形物
を溶解する。溶液から少量の水で洗浄しながらるつぼを取り除いた後、硝酸１
５ｍＬを入れた共栓付きフラスコにかくはんしながら少量ずつ注ぎ入れる。室
温で一晩放置後、５ｍｏｌ／Ｌ酢酸アンモニウム試液を添加してｐＨ３．５に
調整する。調整した液を、あらかじめメタノール５ｍＬ、０．１ｍｏｌ／Ｌ硝
酸５ｍＬ及び水１０ｍＬをそれぞれ注入して流したキレート樹脂ミニカラム
（５００㎎）に注入する。さらに１ｍｏｌ／Ｌ酢酸アンモニウム試液及び水１
０ｍＬを注入する。その後、０．１ｍｏｌ／Ｌ硝酸で溶出して溶出液１０ｍＬ
を採取し、これを試験溶液とする。 

この試験溶液について、原子吸光光度法、誘導結合プラズマ質量分析法又は
誘導結合プラズマ発光分光分析法によりカドミウム及び鉛の試験を行うとき、
これに適合しなければならない。これに適合するとき、試験溶液中のカドミウ
ム及び鉛の量はそれぞれ５μｇ／ｍＬ以下であり、試料当たりに換算すると１０
０μｇ／ｇ以下となる。 



 

ｂ ２―メルカプトイミダゾリン 
試料を細切し、その１．０ｇを量り、共栓付きフラスコに入れる。メタノー

ル５０ｍＬを加え、密栓して約４０℃に保ちながら時々振り混ぜて一晩放置す
る。冷後、この液をろ過し、ろ液及び洗液を合わせ、減圧濃縮器を用いて４
０℃以下で約５ｍＬまで濃縮する。次いで、水を加えて１０ｍＬとする。その
１ｍＬを採り、孔径０．５μｍ以下のメンブランフィルターでろ過する。これを
試験溶液として添加剤試験法中の２―メルカプトイミダゾリンの試験を行うと
き、これに適合しなければならない。 

２．溶出試験 
ａ フェノール 

浸出用液として水を用いて作った試験溶液について、モノマー試験法中のフ
ェノールの試験を行うとき、これに適合しなければならない。これに適合する
とき、試験溶液中のフェノール量は５μｇ／ｍＬ以下となる。 

ｂ ホルムアルデヒド 
浸出用液として水を用いて作つた試験溶液について，モノマー試験法中のホ

ルムアルデヒドの試験を行うとき，これに適合しなければならない。 
ｃ 亜鉛 

浸出用液として４％酢酸を用いて作った試験溶液の１ｍＬを採り、４％酢酸
を加えて１５ｍＬとしたものについて、原子吸光光度法、誘導結合プラズマ質
量分析法又は誘導結合プラズマ発光分光分析法により亜鉛の試験を行うとき、
これに適合しなければならない。これに適合するとき、試験溶液中の亜鉛量は
１５μｇ／ｍＬ以下となる。 

ｄ 重金属 
浸出用液として４％酢酸を用いて作った試験溶液について、重金属試験を行

うとき、これに適合しなければならない。これに適合するとき、試験溶液中の
重金属量は鉛として１μｇ／ｍＬ以下となる。ただし、硫化ナトリウム試液を加
えるとき、白濁により試験に影響がある場合には、試験溶液をアンモニア水で
中和してｐＨ７以上とし、これにシアン化カリウム試液を加えたものについて
試験を行う。 

ｅ 蒸発残留物 
蒸発残留物試験を行うとき、その量は６０μｇ／ｍＬ以下でなければならな

い。ただし、器具にあっては水を、油脂及び脂肪性食品の容器包装にあっては
２０％エタノールを浸出用液として用いる。 

（２） ゴム製ほ乳器具 
ゴム製ほ乳器具は，次の試験法による試験に適合しなければならない。 



 

１．材質試験 
ａ カドミウム及び鉛 

（１） ゴム製の器具（ほ乳器具を除く。）又は容器包装の１．材質試験の
ａ カドミウム及び鉛に準じて試験を行うとき、これに適合しなければならな
い。ただし、標準溶液として、カドミウム標準溶液及び鉛標準溶液各１０ｍＬ
にそれぞれ０．１ｍｏｌ／Ｌ硝酸を加えて１００ｍＬとしたものを用いる。こ
れに適合するとき、試験溶液中のカドミウム及び鉛の量はそれぞれ０．５μｇ／
ｍＬ以下であり、試料当たりに換算すると１０μｇ／ｇ以下となる。 

２．溶出試験 
ａ 試験溶液の調製 

試料を水でよく洗った後、試料の重量１ｇにつき２０ｍＬの割合の指定され
た浸出用液を用い、４０℃に保ちながら２４時間放置し、試験溶液とする。 

ｂ 試験 
① フェノール 

（１） ゴム製の器具（ほ乳器具を除く。）又は容器包装の２．溶出試験
のａ フェノールを準用する。 

② ホルムアルデヒド 
（１） ゴム製の器具（ほ乳器具を除く。）又は容器包装の２．溶出試験

のｂ ホルムアルデヒドを準用する。 
③ 亜鉛 

浸出用液として水を用いて作った試験溶液２０ｍＬを採り、酢酸５滴を加
えたものについて、原子吸光光度法、誘導結合プラズマ質量分析法又は誘導
結合プラズマ発光分光分析法により亜鉛の試験を行うとき、これに適合しな
ければならない。これに適合するとき、試験溶液中の亜鉛量は１μｇ／ｍＬ以
下となる。 

④ 重金属 
（１） ゴム製の器具（ほ乳器具を除く。）又は容器包装の２．溶出試験

のｄ 重金属を準用する。 
⑤ 蒸発残留物 

蒸発残留物試験を行うとき、その量は４０μｇ／ｍＬ以下でなければならな
い。ただし、水を浸出用液として用いる。 

４ 金属缶（乾燥した食品（油脂及び脂肪性食品を除く。）を内容物とするものを除
く。以下４において同じ。） 

金属缶は，次の試験法による試験（食品に直接接触する部分が合成樹脂で塗装され
ていないものについては，（２） 試験の２．から６．までに示すものは除く。）に



 

適合しなければならない。 
（１） 試験溶液の調製 

特に定める場合以外は、次の方法により試験溶液を調製する。 
試料を水でよく洗い、各試験法に規定されている浸出用液を用いて次のように操

作して作る。 
液体を満たすことができる試料にあっては、６０℃に加温した浸出用液を満た

し、時計皿で覆い、６０℃に保ちながら３０分間放置する。 
液体を満たすことができない試料にあっては、表面積１㎝２につき２ｍＬの割合の

浸出用液を６０℃に加温して浸し、６０℃に保ちながら３０分間放置する。 
ただし、使用温度が１００℃を超える試料であって水を浸出用液とする場合にあ

っては９５℃に保ちながら３０分間、ヘプタン又はペンタンを浸出用液とする場合
にあっては２５℃に保ちながら１時間放置する。 

（２） 試験 
１．ヒ素、カドミウム及び鉛 

次の表の第１欄に掲げる食品の容器包装は，それぞれ第２欄に掲げる溶媒を浸
出用液として用いて作つた試験溶液について，次の試験を行う。 

 

第１欄 第２欄 

ｐＨ５を超える食品 水 

ｐＨ５以下の食品 ０．５％クエン酸溶液 

ａ ヒ素 
試験溶液１０ｍＬを用いて、ヒ素試験法により試験を行うとき、これに適合

しなければならない。これに適合するとき、試験溶液中のヒ素量は三酸化二ヒ
素として０．２μｇ／ｍＬ以下となる。 

ｂ カドミウム及び鉛 
試験溶液を用いて原子吸光光度法、誘導結合プラズマ質量分析法又は誘導結

合プラズマ発光分光分析法によりカドミウム及び鉛の試験を行うとき、これに
適合しなければならない。ただし、水を用いて作った試験溶液はその１００ｍ
Ｌに硝酸５滴を加えて用いる。また、カドミウム標準溶液としてはカドミウム
標準溶液（金属缶試験用）、鉛標準溶液としては鉛標準溶液（金属缶試験用）
を用いる。これに適合するとき、試験溶液中のカドミウム及び鉛の量はそれぞ
れ０．１μｇ／ｍＬ及び０．４μｇ／ｍＬ以下となる。 

２．フェノール 
浸出用液として水を用いて作った試験溶液について、モノマー試験法中のフェ



 

ノールの試験を行うとき、これに適合しなければならない。これに適合すると
き、試験溶液中のフェノール量は５μｇ／ｍＬ以下となる。 

３．ホルムアルデヒド 
浸出用液として水を用いて作つた試験溶液について，モノマー試験法中のホル

ムアルデヒドの試験を行うとき，これに適合しなければならない。 
４．蒸発残留物 

蒸発残留物試験に定める浸出用液を用いて調製した試験溶液について、蒸発残
留物試験を行うとき、その量は３０μｇ／ｍＬ以下でなくてはならない。 

ただし、天然の油脂を主原料とする塗料であって塗膜中の酸化亜鉛の含量が
３％を超えるものにより缶の内面を塗装した缶を試料とする場合であり、かつ、
ヘプタンを浸出用液として用いたときの蒸発残留物の量は、９０μｇ／ｍＬ以下で
なければならない。また、この場合であって、水を浸出用液として用いたときの
蒸発残留物の量が３０μｇ／ｍＬを超える場合は、次の試験に適合しなければなら
ない。 

水を浸出用液として用いて得られた蒸発残留物にクロロホルム３０ｍＬを加
え、加温した後これをろ過し、ろ液を重量既知の白金製、石英製又は耐熱ガラス
製の蒸発皿に量る。更にクロロホルム１０ｍＬずつで２回蒸発残留物を洗い、加
温した後これをろ過し、ろ液を蒸発皿に合わせ、水浴上で蒸発乾固する。冷後、
秤（ひよう）量して蒸発皿の前後の重量差ａ（㎎）を求め、次式によりクロロホ
ルム可溶物の量を求めるとき、その量は３０μｇ／ｍＬ以下でなければならない。 

クロロホルム可溶物量（μｇ／ｍＬ）＝（（ａ－ｂ）×１，０００）／最初の試
験溶液の採取量（ｍＬ） 
ただし、ｂ：試験溶液と同量の浸出用液について得た空試験値（㎎） 

５．エピクロルヒドリン 
浸出用液としてペンタンを用いて作った試験溶液について、モノマー試験法中

のエピクロルヒドリンの試験を行うとき、これに適合しなければならない。これ
に適合するとき、試験溶液中のエピクロルヒドリン量は０．５μｇ／ｍＬ以下とな
る。 

６．塩化ビニル 
液体を満たすことができる試料にあっては、５℃以下に冷却したエタノールを

満たし、密封して５℃以下に保ちながら２４時間放置する。 
液体を満たすことができない試料にあっては、表面積１㎝２につき２ｍＬの割合

の５℃以下に冷却したエタノールを用い、密封した容器中で５℃以下に保ちなが
ら２４時間放置する。 

得られた溶液１０ｍＬをセプタムキャップ付きガラス瓶に入れ、直ちに密封す



 

る。これを試験溶液としてモノマー試験法中の塩化ビニルの試験を行うとき、こ
れに適合しなければならない。これに適合するとき、試験溶液中の塩化ビニル量
は０．０５μｇ／ｍＬ以下となる。 

Ｅ 器具又は容器包装の用途別規格 
１ 容器包装詰加圧加熱殺菌食品（缶詰食品又は瓶詰食品を除く。以下Ｅにおいて同

じ。）の容器包装 
容器包装詰加圧加熱殺菌食品の容器包装にあつては，次に掲げる条件のすべて（封

かんが巻締めにより行われた容器包装にあつては（４）の条件を除く。）を満たすも
のでなければならない。 
（１） 遮光性を有し，かつ，気体透過性のないものであること。ただし，内容物が

油脂の変敗による品質の低下のおそれのない場合にあつては，この限りでない。 
（２） 内容物又は水を満たし密封し、製造における加圧加熱と同一の加圧加熱を行

ったとき、破損、変形、着色、変色などを生じないものであること。 
（３） 強度等試験法中の耐圧縮試験を行うとき，内容物又は水の漏れがないこと。 
（４） 強度等試験法中の熱封かん強度試験を行うとき，測定された値が２３Ｎ以上

であること。ただし，箱状の容器包装であつて，強度等試験法中の内圧強度試験を
行うとき，破裂時の最大圧力が２０ｋＰａ以上であるものについては，この限りで
ない。 

（５） 強度等試験法中の落下試験を行うとき，内容物又は水の漏れがないこと。た
だし，容器包装が小売のために包装されている場合は，当該小売のための包装の状
態のまま試験を行うこと。 

２ 清涼飲料水（原料用果汁を除く。以下２において同じ。）の容器包装 
清涼飲料水の容器包装は，ガラス製容器包装，金属製容器包装（容器包装の開口部

分に，密封のために金属以外の材質を用いたものを含む。以下この目において同
じ。），合成樹脂製容器包装，合成樹脂加工紙製容器包装，合成樹脂加工アルミニウ
ム箔（はく）製容器包装又は組合せ容器包装（金属，合成樹脂，合成樹脂加工紙又は
合成樹脂加工アルミニウム箔（はく）のうち二以上を用いる容器包装をいう。以下こ
の目において同じ。）であつて，次の（１）から（４）までにそれぞれ掲げる条件を
すべて満たすものでなければならない。 
（１） ガラス製容器包装 

１．回収して繰り返し使用するものにあつては，透明なものであること。 
２．次の試験法による試験に適合するものであること。ただし，紙のふたにより打

栓するものにあつてはこの限りでない。 
ａ 炭酸を含有する清涼飲料水を充てんするものにあつては，強度等試験法中の

持続耐圧試験を行うとき，ガス漏れがないこと。 



 

ｂ 清涼飲料水を熱充てんするものにあつては，強度等試験法中の耐減圧試験を
行うとき，空気漏れがないこと。 

ｃ 炭酸を含有しない清涼飲料水であつて，かつ，熱充てん以外の方法で充てん
するものにあつては，強度等試験法中の漏水試験を行うとき，内容物の漏れが
ないこと。 

（２） 金属製容器包装 
１．次の試験法による試験に適合するものであること。 

ａ 容器包装内の圧力が常温で大気圧を超えるものにあつては，強度等試験法中
の耐圧試験を行うとき，空気漏れがないこと。 

ｂ 容器包装内の圧力が常温で大気圧と同等又はそれ以下のものにあつては，強
度等試験法中の耐減圧試験を行うとき，空気漏れがないこと。 

２．容器包装の開口部分に，密封のために金属以外の材質を用いたものにあつて
は，次の試験法による試験に適合するものであること。 
ａ 強度等試験法中のピンホール試験を行うとき，ピンホールを認めてはならな

いこと。ただし，開口部分を下にして試験を行うこと。 
ｂ 密封のために用いる金属以外の材質は，強度等試験法中の破裂強度試験を行

うとき，測定される値が４９０ｋＰａ以上であること。 
ｃ 密封のために用いる金属以外の材質は，強度等試験法中の突き刺し強度試験

を行うとき，測定される値が１５Ｎ以上であること。 
（３） 合成樹脂製容器包装、合成樹脂加工紙製容器包装及び合成樹脂加工アルミニ

ウム箔（はく）製容器包装 
１．内容物に直接接触する部分に使用する合成樹脂は、Ｄ 器具若しくは容器包装

又はこれらの原材料の材質別規格以下「Ｄ 材質別規格」という。）の項の２ 
合成樹脂製の器具又は容器包装の目の（２） 個別規格において個別規格の定め
られたものであること。ただし、合成樹脂加工アルミニウム箔（はく）であって
密封の用に供されるものについては、この限りでない。 

２．次の試験法による試験に適合するものであること。 
ａ 強度等試験法中の落下試験を行うとき，内容物又は水の漏れがないこと。 
ｂ 強度等試験法中のピンホール試験を行うとき，ピンホールを認めてはならな

いこと。 
ｃ 熱封かんにより密封する合成樹脂加工紙製容器包装にあつては，強度等試験

法中の封かん試験を行うとき，空気漏れがないこと。 
ｄ 熱封かんにより密封する合成樹脂製容器包装及び合成樹脂加工アルミニウム

箔（はく）製容器包装にあつては，強度等試験法中の耐圧縮試験を行うとき，
内容物又は水の漏れがないこと。 



 

ｅ 王冠等により密栓するものであつて炭酸を含有する清涼飲料水を充てんする
ものにあつては，強度等試験法中の持続耐圧試験を行うとき，ガス漏れがない
こと。 

ｆ 王冠等により密栓するものであつて清涼飲料水を熱充てんするものにあつて
は，強度等試験法中の持続耐減圧試験を行うとき，メチレンブルーの着色を認
めてはならないこと。 

ｇ 王冠等により密栓するものであつて炭酸を含有しない清涼飲料水を熱充てん
以外の方法で充てんするものにあつては，強度等試験法中の漏水試験を行うと
き，内容物の漏れがないこと。 

（４） 組合せ容器包装 
１．金属は、Ｄ 材質別規格の項の４ 金属缶（乾燥した食品（油脂及び脂肪性食

品を除く。）を内容物とするものを除く。以下４において同じ。）の目に定める
規格に、合成樹脂、合成樹脂加工紙及び合成樹脂加工アルミニウム箔（はく）
は、（３） 合成樹脂製容器包装、合成樹脂加工紙製容器包装及び合成樹脂加工
アルミニウム箔（はく）製容器包装の１．に定める条件にそれぞれ適合するもの
であること。 

２．次の試験法による試験に適合すること。 
ａ 強度等試験法中の落下試験を行うとき，内容物又は水の漏れがないこと。 
ｂ 強度等試験法中のピンホール試験を行うとき，ピンホールを認めてはならな

いこと。 
ｃ 熱封かんにより密封するものにあつては，強度等試験法中の封かん試験を行

うとき，空気漏れがないこと。 
ｄ 清涼飲料水を熱充てんするものにあつては，強度等試験法中の耐減圧試験を

行うとき，空気漏れがないこと。 
ｅ 清涼飲料水を熱充てん以外の方法により充てんするものであつて熱封かん以

外の方法により密封するものにあつては，強度等試験法中の漏水試験を行うと
き，内容物の漏れがないこと。 

３ 乳等（乳及び乳製品並びにこれらを主要原料とする食品をいう。）の器具の規格 
（１） 乳等の製造に使用する器具は、次の規格に適合するものであること。 

１．洗浄に容易な構造であること。 
２．食品に直接接触する部分の原材料は、さびを生じないもの又はさびを生じない

ように加工されたものであること。 
３．小分け、分注、密栓又は密閉に用いる機械は、殺菌が容易で、かつ、汚染を防

止できるものであること。 
（２） 殺菌されている乳酸菌飲料を販売するコップ販売式自動販売機は、次の１．



 

から１１．までに適合する構造のものであること。 
１．機内の液体に直接接触する部品の材質は、耐酸性、耐水性及び不浸透性のもの

であり、かつ、機内の液体中に有毒又は有害の物質が溶出するおそれのないもの
であること。 

２．機内の液体を保管する容器は、防じん、防湿及び防虫の構造のものであるこ
と。 

３．機内の液体に直接接触する部品は、分解して洗浄及び殺菌を容易に行なうこと
ができる構造のものであること。 

４．機内の液体を常時１０℃以下に保つに十分な能力を有する温度自動調節装置付
冷却機が設備されている構造のものであること。 

５．機内の液体の保つ温度を示す温度計が、コップ販売式自動販売機の外側から読
みとれるように設備されている構造のものであること。 

６．調理に用いる水を水道の給水栓から自動的に注入することができる構造のもの
であること。 

７．調理に用いる水を５分間煮沸する装置又はこれと同等以上の効力を有する殺菌
装置が設備されている構造のものであること。 

８．販売する際に用いるコップは、殺菌された未使用の紙製、合成樹脂製又はアル
ミニウム箔（はく）製であって、コップがほこり等によって、汚染されないよう
な構造の保管器具に保管されているものであること。 

９．調理に用いる乳酸菌飲料のコップ販売式自動販売機の中で希釈されない構造の
ものであること。 

１０．調理に用いる乳酸菌飲料を入れる内蔵タンクは一つであって、その容量は１
０Ｌ以下であること。 

１１．コップ受口は、販売するときのほか、外部と遮断されている構造のものであ
ること。 

４ 乳等の容器包装又はこれらの原材料の規格及び製造方法の基準 
（１） 牛乳、特別牛乳、殺菌山羊乳、成分調整牛乳、低脂肪牛乳、無脂肪牛乳、加

工乳、クリーム、調製液状乳、発酵乳、乳酸菌飲料及び乳飲料の容器包装又はこれ
らの原材料の規格及び製造方法の基準 
１．牛乳、特別牛乳、殺菌山羊乳、成分調整牛乳、低脂肪牛乳、無脂肪牛乳、加工

乳及びクリームの販売用の容器包装は、ガラス瓶、合成樹脂製容器包装（ポリエ
チレン、エチレン・１―アルケン共重合樹脂、ポリアミド、ポリプロピレン又は
ポリエチレンテレフタレート（以下１．において「合成樹脂」という。）を用い
る容器包装をいう。以下１．において同じ。）、合成樹脂加工紙製容器包装（合
成樹脂加工紙（合成樹脂を用いる加工紙をいう。以下１．において同じ。）を用



 

いる容器包装をいう。以下１．において同じ。）、金属缶（クリームの容器とし
て使用するものに限る。以下１．において同じ。）又は組合せ容器包装（牛乳、
特別牛乳、殺菌山羊乳、成分調整牛乳、低脂肪牛乳、無脂肪牛乳及び加工乳にあ
っては合成樹脂及び合成樹脂加工紙を用いる容器包装、クリームにあっては合成
樹脂、合成樹脂加工紙又は金属のうち二以上を用いる容器包装をいう。以下１．
において同じ。）であって、それぞれ次の規格又は基準に適合するものであるこ
と。 
ａ ガラス瓶は、着色していない透明なものであって、口内径が２６㎜以上のも

のであること。 
ｂ 合成樹脂製容器包装及び合成樹脂加工紙製容器包装は、次の条件に適合する

ものであること。 
① 次の試験法による試験に適合するものであること。 

イ 試験溶液の調製 
試料を水でよく洗った後、各試験法に規定されている浸出用液を用い

て、次のように操作して作る。 
液体を満たすことができる試料にあっては、浸出用液を６０℃（ヘプタ

ンにあっては、２５℃）に加温して満たした後、液体を満たすことができ
ない試料にあっては、ゴム製の台板上に内容物が直接接触する面を上にし
て置き、ステンレス製又はガラス製の円筒形の筒を載せ、締付金具を用い
て締め、表面積１㎝２当たり２ｍＬの割合で６０℃（ヘプタンにあっては、
２５℃）に加温した浸出用液を入れた後、それぞれ時計皿等で覆い、６
０℃（ヘプタンにあっては、２５℃）に保ちながら時々かき混ぜて３０分
間（ヘプタンにあっては、１時間）浸出し調製する。 

ロ 試験 
（イ） 重金属 

浸出用液として４％酢酸を用いて作った試験溶液について、重金属試
験を行うとき、これに適合しなければならない。これに適合するとき、
試験溶液中の重金属の量は鉛として１μｇ／ｍＬ以下となる。 

（ロ） 蒸発残留物 
牛乳、特別牛乳、殺菌山羊乳、成分調整牛乳、低脂肪牛乳、無脂肪牛

乳及び加工乳の容器包装にあっては、浸出用液として４％酢酸を用いて
作った試験溶液について、蒸発残留物試験を行うとき、その量は１５μｇ
／ｍＬ以下でなければならない。 

クリームの容器包装にあっては、浸出用液としてヘプタンを用いて作
った試験溶液について、蒸発残留物試験を行うとき、その量は７５μｇ／



 

ｍＬ以下でなければならない。ただし、ポリエチレンテレフタレートを
使用した容器包装及びポリエチレンテレフタレート加工紙製容器包装に
あっては１５μｇ／ｍＬ以下でなければならない。 

（ハ） 過マンガン酸カリウム消費量 
浸出用液として水を用いて作った試験溶液について、過マンガン酸カ

リウム消費量の試験を行うとき、その量は５μｇ／ｍＬ以下でなければな
らない。 

（ニ） アンチモン（ポリエチレンテレフタレートを使用した容器包装及
び内容物に直接接触する部分にポリエチレンテレフタレートを使用した
ポリエチレンテレフタレート加工紙製容器包装に限る。） 

浸出用液として４％酢酸を用いて作った試験溶液について、原子吸光
光度法、誘導結合プラズマ質量分析法又は誘導結合プラズマ発光分光分
析法によりアンチモンの試験を行うとき、これに適合しなければならな
い。ただし、アンチモン標準溶液は、乳等の容器包装試験用のものを用
いる。これに適合するとき、試験溶液中のアンチモン量は０．０２５μｇ
／ｍＬ以下となる。 

（ホ） ゲルマニウム（ポリエチレンテレフタレートを使用した容器包装
及び内容物に直接接触する部分にポリエチレンテレフタレートを使用し
たポリエチレンテレフタレート加工紙製容器包装に限る。） 

浸出用液として４％酢酸を用いて作った試験溶液について、原子吸光
光度法、誘導結合プラズマ質量分析法又は誘導結合プラズマ発光分光分
析法によりゲルマニウムの試験を行うとき、これに適合しなければなら
ない。ただし、ゲルマニウム標準溶液は、乳等の容器包装試験用のもの
を用いる。これに適合するとき、試験溶液中のゲルマニウム量は０．０
５μｇ／ｍＬ以下となる。 

② 次の試験法による試験（ポリエチレンテレフタレートを使用した容器包装
及びポリエチレンテレフタレート加工紙製容器包装にあっては、破裂強度及
び突き刺し強度については、いずれかの試験法による試験）に適合するもの
であること。 
イ 破裂強度 

容器包装の中央部分を切り取り試料とし、強度等試験法中の破裂強度試
験を行うとき、測定される値が、内容量が３００ｍＬ以下のものにあって
は１９６ｋＰａ（常温保存可能品の容器包装にあっては３９２ｋＰａ）以
上、３００ｍＬを超えるものにあっては４９０ｋＰａ（常温保存可能品の
容器包装にあっては７８５ｋＰａ）以上でなければならない。 



 

ロ 突き刺し強度（ポリエチレンテレフタレートを使用した容器包装及びポ
リエチレンテレフタレート加工紙製容器包装に限る。） 

容器包装の中央部分を切り取り試料とし、強度等試験法中の突き刺し強
度試験を行うとき、測定される値が、１０Ｎ以上でなければならない。 

ハ 封かん 
強度等試験法中の封かん試験を行うとき、容器包装の破損又は空気漏れ

がないものでなければならない。 
ニ ピンホール 

強度等試験法中のピンホール試験を行うとき、ピンホールを認めないも
のでなければならない。 

③ 内容物に直接接触する部分は、ポリエチレン、エチレン・１―アルケン共
重合樹脂又はポリエチレンテレフタレートであること。 

④ 内容物に直接接触する部分に使用する合成樹脂には、添加剤を使用しては
ならない。ただし、内容物に直接接触する部分にポリエチレン又はエチレ
ン・１―アルケン共重合樹脂を使用する場合であって、次のいずれかに該当
する場合には、その限度においては、この限りでない。 
イ 内容物に直接接触する部分に使用する合成樹脂１㎏に対しステアリン酸

カルシウム（日本薬局方に規定するステアリン酸カルシウムに限る。）を
２．５ｇ以下又はグリセリン脂肪酸エステル（第２ 添加物の部に規定す
るグリセリン脂肪酸エステルの成分規格に適合するものに限る。）を０．
３ｇ以下使用する場合 

ロ 内容物に直接接触する部分に二酸化チタン（第２ 添加物の部に規定す
る二酸化チタンの成分規格に適合するものに限る。）を使用する場合 

⑤ 内容物に直接接触する部分に使用するポリエチレン及びエチレン・１―ア
ルケン共重合樹脂は、次の試験法による試験に適合するものであること。 
イ ヘキサン抽出物 

ヘキサン抽出物試験を行うとき、その量は２．６％以下でなければなら
ない。 

ロ キシレン可溶物 
キシレン可溶物試験を行うとき、その量は１１．３％以下でなければな

らない。 
ハ ヒ素 

ヒ素試験（材質試験）を行うとき、これに適合しなければならない。こ
れに適合するとき、試験溶液中のヒ素の量は三酸化二ヒ素として０．１μｇ
／ｍＬ以下となり、試料当たりに換算すると２μｇ／ｇ以下となる。 



 

ニ 重金属 
重金属試験（材質試験）を行うとき、これに適合しなければならない。

これに適合するとき、試験溶液中の重金属の量は鉛として０．８μｇ／ｍＬ
以下となり、試料当たりに換算すると２０μｇ／ｇ以下となる。 

⑥ 内容物に直接接触する部分に使用するポリエチレンテレフタレートは、次
の試験法による試験に適合するものであること。 
イ カドミウム及び鉛 

Ｄ 材質別規格の項の２ 合成樹脂製の器具又は容器包装の目の（１） 
一般規格の１．材質試験のａ カドミウム及び鉛の試験を行うとき、これに
適合しなければならない。これに適合するとき、試験溶液中のカドミウム及
び鉛の量はそれぞれ５μｇ／ｍＬ以下となり、試料当たりに換算すると１００
μｇ／ｇ以下となる。 

⑦ 常温保存可能品の容器包装にあっては、遮光性を有し、かつ、気体透過性
のないものであること。 

ｃ 金属缶は、次の条件に適合するものであること。 
① 次の試験法による試験に適合するものであること。この場合、試験に用い

る試験溶液の調製は、ｂの①のイ 試験溶液の調製を準用する。 
イ ヒ素 

浸出用液として４％酢酸を用いて作った試験溶液１０ｍＬについて、ヒ
素試験法により試験を行うとき、これに適合しなければならない。ただ
し、ヒ素標準溶液は、乳等の容器包装試験用のものを用いる。これに適合
するとき、試験溶液中のヒ素の量は三酸化二ヒ素として０．１μｇ／ｍＬ以
下となる。 

ロ 重金属 
浸出用液として４％酢酸を用いて作った試験溶液について、重金属試験

を行うとき、これに適合しなければならない。これに適合するとき、試験
溶液中の重金属の量は鉛として１μｇ／ｍＬ以下となる。 

ハ 蒸発残留物（内容物に直接接触する部分に合成樹脂を使用したものに限
る。） 

浸出用液として４％酢酸を用いて作った試験溶液について、蒸発残留物
試験を行うとき、その量は１５μｇ／ｍＬ以下でなければならない。 

ニ 過マンガン酸カリウム消費量（内容物に直接接触する部分に合成樹脂を
使用したものに限る。） 

浸出用液として水を用いて作った試験溶液について、過マンガン酸カリ
ウム消費量の試験を行うとき、その量は５μｇ／ｍＬ以下でなければならな



 

い。 
ホ フェノール（内容物に直接接触する部分に合成樹脂を使用したものに限

る。） 
浸出用液として水を用いて作った試験溶液について、モノマー試験法中

のフェノールの試験を行うとき、これに適合しなければならない。これに
適合するとき、試験溶液中のフェノールの量は５μｇ／ｍＬ以下となる。 

ヘ ホルムアルデヒド（内容物に直接接触する部分に合成樹脂を使用したも
のに限る。） 

浸出用液として水を用いて作った試験溶液について、モノマー試験法中
のホルムアルデヒドの試験を行うとき、これに適合しなければならない。 

② 内容物に直接接触する部分に使用する合成樹脂は、次の試験法による試験
に適合するものであること。 
イ カドミウム及び鉛 

Ｄ 材質別規格の項の２ 合成樹脂製の器具又は容器包装の目の（１） 
一般規格の１．材質試験のａ カドミウム及び鉛の試験を行うとき、これ
に適合しなければならない。これに適合するとき、試験溶液中のカドミウ
ム及び鉛の量はそれぞれ５μｇ／ｍＬ以下となり、試料当たりに換算すると
１００μｇ／ｇ以下となる。 

ロ ジブチルスズ化合物（ポリ塩化ビニルを使用するものに限る。） 
Ｄ 材質別規格の項の２ 合成樹脂製の器具又は容器包装の目の（２） 

個別規格の３．ポリ塩化ビニルを主成分とする合成樹脂製の器具又は容器
包装のａ 材質試験の① ジブチルスズ化合物の試験を行うとき、これに
適合しなければならない。これに適合するとき、試験溶液中のジブチルス
ズ化合物量は二塩化ジブチルスズとして１μｇ／ｍＬ以下であり、試料当た
りに換算すると５０μｇ／ｇ以下となる。 

ハ クレゾールリン酸エステル（ポリ塩化ビニルを使用するものに限る。） 
Ｄ 材質別規格の項の２ 合成樹脂製の器具又は容器包装の目の（２） 

個別規格の３．ポリ塩化ビニルを主成分とする合成樹脂製の器具又は容器
包装のａ 材質試験の② クレゾールリン酸エステルの試験を行うとき、
これに適合しなければならない。これに適合するとき、試験溶液中のクレ
ゾールリン酸エステル量は１０μｇ／ｍＬ以下であり、試料当たりに換算す
ると１㎎／ｇ以下となる。 

ニ 塩化ビニル（ポリ塩化ビニルを使用するものに限る。） 
Ｄ 材質別規格の項の２ 合成樹脂製の器具又は容器包装の目の（２） 

個別規格の３．ポリ塩化ビニルを主成分とする合成樹脂製の器具又は容器



 

包装のａ 材質試験の③ 塩化ビニルの試験を行うとき、これに適合しな
ければならない。これに適合するとき、試料中の塩化ビニル量は１μｇ／ｇ
以下となる。 

ｄ 組合せ容器包装は、次の条件に適合するものであること。 
① 次の試験法による試験に適合するものであること。 

イ 封かん 
強度等試験法中の封かん試験を行うとき、容器包装の破損又は空気漏れ

がないものでなければならない。 
ロ ピンホール 

強度等試験法中のピンホール試験を行うとき、ピンホールを認めないも
のでなければならない。 

② 合成樹脂及び合成樹脂加工紙はそれぞれｂに規定する合成樹脂製容器包装
及び合成樹脂加工紙製容器包装の規格又は基準（封かん、ピンホール及び常
温保存可能品に係る規格を除く。）に、金属はｃに規定する金属缶の規格又
は基準に適合するものであること。 

③ 常温保存可能品の容器包装にあっては、遮光性を有し、かつ、気体透過性
のないものであること。 

２．調製液状乳、発酵乳、乳酸菌飲料及び乳飲料の販売用の容器包装は、ガラス
瓶、合成樹脂製容器包装、合成樹脂加工紙製容器包装、合成樹脂加工アルミニウ
ム箔（はく）製容器包装、金属缶又は組合せ容器包装（合成樹脂、合成樹脂加工
紙、合成樹脂加工アルミニウム箔（はく）又は金属のうち二以上を用いる容器包
装をいう。以下２．において同じ。）であって、それぞれ次の規格又は基準に適
合するものであること。 
ａ ガラス瓶は、透明なものであること。 
ｂ 合成樹脂製容器包装、合成樹脂加工紙製容器包装及び合成樹脂加工アルミニ

ウム箔（はく）製容器包装は、次の条件に適合するものであること。 
① 次の試験法による試験に適合するものであること。この場合、イ、ロ、

ハ、ニ及びホの試験に用いる試験溶液の調製は、１．のｂの①のイ 試験溶
液の調製を準用する。 
イ 重金属 

浸出用液として４％酢酸を用いて作った試験溶液について、重金属試験
を行うとき、これに適合しなければならない。これに適合するとき、試験
溶液中の重金属の量は鉛として１μｇ／ｍＬ以下となる。 

ロ 蒸発残留物 
浸出用液として４％酢酸を用いて作った試験溶液について、蒸発残留物



 

試験を行うとき、その量は１５μｇ／ｍＬ以下でなければならない。 
ハ 過マンガン酸カリウム消費量 

浸出用液として水を用いて作った試験溶液について、過マンガン酸カリ
ウム消費量の試験を行うとき、その量は５μｇ／ｍＬ以下でなければならな
い。 

ニ アンチモン（ポリエチレンテレフタレートを主成分とする合成樹脂を使
用した容器包装に限る。） 

浸出用液として４％酢酸を用いて作った試験溶液について、原子吸光光
度法、誘導結合プラズマ質量分析法又は誘導結合プラズマ発光分光分析法
によりアンチモンの試験を行うとき、これに適合しなければならない。た
だし、アンチモン標準溶液は、乳等の容器包装試験用のものを用いる。こ
れに適合するとき、試験溶液中のアンチモン量は０．０２５μｇ／ｍＬ以下
となる。 

ホ ゲルマニウム（ポリエチレンテレフタレートを主成分とする合成樹脂を
使用した容器包装に限る。） 

浸出用液として４％酢酸を用いて作った試験溶液について、原子吸光光
度法、誘導結合プラズマ質量分析法又は誘導結合プラズマ発光分光分析法
によりゲルマニウムの試験を行うとき、これに適合しなければならない。
ただし、ゲルマニウム標準溶液は、乳等の容器包装試験用のものを用い
る。これに適合するとき、試験溶液中のゲルマニウム量は０．０５μｇ／ｍ
Ｌ以下となる。 

ヘ 封かん 
強度等試験法中の封かん試験を行うとき、容器包装の破損又は空気漏れ

がないものでなければならない。 
ト ピンホール 

強度等試験法中のピンホール試験を行うとき、ピンホールを認めないも
のでなければならない。 

② 次のいずれかの試験法による試験に適合するものであること。 
イ 破裂強度 

容器包装の中央部分を切り取り試料とし、強度等試験法中の破裂強度試
験を行うとき、測定される値が、内容量が３００ｍＬ以下のものにあって
は１９６ｋＰａ（常温保存可能品の容器包装にあっては３９２ｋＰａ）以
上、３００ｍＬを超えるものにあっては４９０ｋＰａ（常温保存可能品の
容器包装にあっては７８５ｋＰａ）以上でなければならない。 

ロ 突き刺し強度 



 

容器包装の中央部分を切り取り試料とし、強度等試験法中の突き刺し強
度試験を行うとき、測定される値が、１０Ｎ以上でなければならない。 

③ 内容物に直接接触する部分は、ポリエチレン、エチレン・１―アルケン共
重合樹脂、ポリスチレン、ポリプロピレンを主成分とする合成樹脂又はポリ
エチレンテレフタレートを主成分とする合成樹脂であること。 

④ 内容物に直接接触する部分に使用するポリエチレン、エチレン・１―アル
ケン共重合樹脂及びポリプロピレンを主成分とする合成樹脂は、次の試験法
による試験に適合するものであること。 
イ ヘキサン抽出物 

ヘキサン抽出物試験を行うとき、その量は２．６％以下でなければなら
ない。ただし、ポリプロピレンを主成分とする合成樹脂においては、５．
５％以下でなければならない。 

ロ キシレン可溶物 
キシレン可溶物試験を行うとき、その量は１１．３％以下でなければな

らない。ただし、ポリプロピレンを主成分とする合成樹脂においては、３
０％以下でなければならない。 

ハ ヒ素 
ヒ素試験（材質試験）を行うとき、これに適合しなければならない。こ

れに適合するとき、試験溶液中のヒ素の量は三酸化二ヒ素として０．１μｇ
／ｍＬ以下となり、試料当たりに換算すると２μｇ／ｇ以下となる。 

ニ 重金属 
重金属試験（材質試験）を行うとき、これに適合しなければならない。

これに適合するとき、試験溶液中の重金属の量は鉛として０．８μｇ／ｍＬ
以下となり、試料当たりに換算すると２０μｇ／ｇ以下となる。 

⑤ 内容物に直接接触する部分に使用するポリスチレンは、次の試験法による
試験に適合するものであること。 
イ 揮発性物質 

Ｄ 材質別規格の項の２ 合成樹脂製の器具又は容器包装の目の（２） 
個別規格の５．ポリスチレンを主成分とする合成樹脂製の器具又は容器包
装のａ 材質試験の① 揮発性物質の試験を行うとき、スチレン、トルエ
ン、エチルベンゼン、イソプロピルベンゼン及びプロピルベンゼンの量の
合計は、１．５㎎／ｇ以下でなければならない。 

ロ ヒ素 
ヒ素試験（材質試験）を行うとき、これに適合しなければならない。こ

れに適合するとき、試験溶液中のヒ素の量は三酸化二ヒ素として０．１μｇ



 

／ｍＬ以下となり、試料当たりに換算すると２μｇ／ｇ以下となる。 
ハ 重金属 

重金属試験（材質試験）を行うとき、これに適合しなければならない。
これに適合するとき、試験溶液中の重金属の量は鉛として０．８μｇ／ｍＬ
以下となり、試料当たりに換算すると２０μｇ／ｇ以下となる。 

⑥ 常温保存可能品の容器包装にあっては、遮光性を有し、かつ、気体透過性
のないものであること。 

⑦ 内容物に直接接触する部分に使用するポリエチレンテレフタレートを主成
分とする合成樹脂は、次の試験法による試験に適合するものであること。 
イ カドミウム及び鉛 

Ｄ 材質別規格の項の２ 合成樹脂製の器具又は容器包装の目の（１） 
一般規格の１．材質試験のａ カドミウム及び鉛の試験を行うとき、これ
に適合しなければならない。これに適合するとき、試験溶液中のカドミウ
ム及び鉛の量はそれぞれ５μｇ／ｍＬ以下となり、試料当たりに換算すると
１００μｇ／ｇ以下となる。 

ｃ 金属缶は、次の条件に適合するものであること。 
① 次の試験法による試験に適合するものであること。この場合、試験に用い

る試験溶液の調製は、１．のｂの①のイ 試験溶液の調製を準用する。 
イ ヒ素 

浸出用液として４％酢酸を用いて作った試験溶液１０ｍＬについて、ヒ
素試験法により試験を行うとき、これに適合しなければならない。ただ
し、ヒ素標準溶液は、乳等の容器包装試験用のものを用いる。これに適合
するとき、試験溶液中のヒ素の量は三酸化二ヒ素として０．１μｇ／ｍＬ以
下となる。 

ロ 重金属 
浸出用液として４％酢酸を用いて作った試験溶液について、重金属試験

を行うとき、これに適合しなければならない。これに適合するとき、試験
溶液中の重金属の量は鉛として１μｇ／ｍＬ以下となる。 

ハ 蒸発残留物（内容物に直接接触する部分に合成樹脂を使用したものに限
る。） 

浸出用液として４％酢酸を用いて作った試験溶液について、蒸発残留物
試験を行うとき、その量は１５μｇ／ｍＬ以下でなければならない。 

ニ 過マンガン酸カリウム消費量（内容物に直接接触する部分に合成樹脂を
使用したものに限る。） 

浸出用液として水を用いて作った試験溶液について、過マンガン酸カリ



 

ウム消費量の試験を行うとき、その量は５μｇ／ｍＬ以下でなければならな
い。 

ホ フェノール（内容物に直接接触する部分に合成樹脂を使用したものに限
る。） 

浸出用液として水を用いて作った試験溶液について、モノマー試験法中
のフェノールの試験を行うとき、これに適合しなければならない。これに
適合するとき、試験溶液中のフェノールの量は５μｇ／ｍＬ以下となる。 

ヘ ホルムアルデヒド（内容物に直接接触する部分に合成樹脂を使用したも
のに限る。） 

浸出用液として水を用いて作った試験溶液について、モノマー試験法中
のホルムアルデヒドの試験を行うとき、これに適合しなければならない。 

② 内容物に直接接触する部分に使用する合成樹脂は、次の試験法による試験
に適合するものであること。 
イ カドミウム及び鉛 

Ｄ 材質別規格の項の２ 合成樹脂製の器具又は容器包装の目の（１） 
一般規格の１．材質試験のａ カドミウム及び鉛の試験を行うとき、これ
に適合しなければならない。これに適合するとき、試験溶液中のカドミウ
ム及び鉛の量はそれぞれ５μｇ／ｍＬ以下となり、試料当たりに換算すると
１００μｇ／ｇ以下となる。 

ロ ジブチルスズ化合物（ポリ塩化ビニルを使用するものに限る。） 
Ｄ 材質別規格の項の２ 合成樹脂製の器具又は容器包装の目の（２） 

個別規格の３．ポリ塩化ビニルを主成分とする合成樹脂製の器具又は容器
包装のａ 材質試験の① ジブチルスズ化合物の試験を行うとき、これに
適合しなければならない。これに適合するとき、試験溶液中のジブチルス
ズ化合物量は二塩化ジブチルスズとして１μｇ／ｍＬ以下であり、試料当た
りに換算すると５０μｇ／ｇ以下となる。 

ハ クレゾールリン酸エステル（ポリ塩化ビニルを使用するものに限る。） 
Ｄ 材質別規格の項の２ 合成樹脂製の器具又は容器包装の目の（２） 

個別規格の３．ポリ塩化ビニルを主成分とする合成樹脂製の器具又は容器
包装のａ 材質試験の② クレゾールリン酸エステルの試験を行うとき、
これに適合しなければならない。これに適合するとき、試験溶液中のクレ
ゾールリン酸エステル量は１０μｇ／ｍＬ以下であり、試料当たりに換算す
ると１㎎／ｇ以下となる。 

ニ 塩化ビニル（ポリ塩化ビニルを使用するものに限る。） 
Ｄ 材質別規格の項の２ 合成樹脂製の器具又は容器包装の目の（２） 



 

個別規格の３．ポリ塩化ビニルを主成分とする合成樹脂製の器具又は容器
包装のａ 材質試験の③ 塩化ビニルの試験を行うとき、これに適合しな
ければならない。これに適合するとき、試料中の塩化ビニル量は１μｇ／ｇ
以下となる。 

ｄ 組合せ容器包装は、次の条件に適合するものであること。 
① 次の試験法による試験に適合するものであること。 

イ 封かん 
強度等試験法中の封かん試験を行うとき、容器包装の破損又は空気漏れ

がないものでなければならない。 
ロ ピンホール 

強度等試験法中のピンホール試験を行うとき、ピンホールを認めないも
のでなければならない。 

② 合成樹脂、合成樹脂加工紙及び合成樹脂加工アルミニウム箔（はく）（密
栓の用に供するものを除く。）は、それぞれｂに規定する合成樹脂製容器包
装、合成樹脂加工紙製容器包装及び合成樹脂加工アルミニウム箔（はく）製
容器包装の規格又は基準（封かん、ピンホール及び常温保存可能品に係る規
格を除く。）に、金属はｃに規定する金属缶の規格に適合するものであるこ
と。この場合において、強度等試験法中の破裂強度試験を行うとき、その強
度の最大値は４９０ｋＰａ以上とする。 

③ 密栓の用に供する合成樹脂加工アルミニウム箔（はく）は、次の試験法に
よる試験に適合するものであること。この場合イ、ロ、ハ、ニ及びホの試験
に用いる試験溶液の調製は、１．のｂの①のイ 試験溶液の調製のうち、液
体を満たすことができない試料を準用する。 
イ 重金属 

浸出用液として４％酢酸を用いて作った試験溶液について、重金属試験
を行うとき、これに適合しなければならない。これに適合するとき、試験
溶液中の重金属の量は鉛として１μｇ／ｍＬ以下となる。 

ロ 蒸発残留物 
浸出用液として４％酢酸を用いて作った試験溶液について、蒸発残留物

試験を行うとき、その量は１５μｇ／ｍＬ以下でなければならない。 
ハ 過マンガン酸カリウム消費量 

浸出用液として水を用いて作った試験溶液について、過マンガン酸カリ
ウム消費量の試験を行うとき、その量は５μｇ／ｍＬ以下でなければならな
い。 

ニ フェノール 



 

浸出用液として水を用いて作った試験溶液について、モノマー試験法中
のフェノールの試験を行うとき、これに適合しなければならない。これに
適合するとき、試験溶液中のフェノールの量は５μｇ／ｍＬ以下となる。 

ホ ホルムアルデヒド 
浸出用液として水を用いて作った試験溶液について、モノマー試験法中

のホルムアルデヒドの試験を行うとき、これに適合しなければならない。 
ヘ 破裂強度 

密栓の中央部分を切り取り試料とし、強度等試験法中の破裂強度試験を
行うとき、測定される値の最大値が、１９６ｋＰａ以上でなければならな
い。 

④ 密栓の用に供する合成樹脂加工アルミニウム箔（はく）の内容物に直接接
触する部分に使用する合成樹脂は、次の試験法による試験に適合するもので
あること。 
イ ヒ素 

ヒ素試験（材質試験）を行うとき、これに適合しなければならない。こ
れに適合するとき、試験溶液中のヒ素の量は三酸化二ヒ素として０．１μｇ
／ｍＬ以下となり、試料当たりに換算すると２μｇ／ｇ以下となる。 

ロ カドミウム及び鉛 
Ｄ 材質別規格の項の２ 合成樹脂製の器具又は容器包装の目の（１） 

一般規格の１．材質試験のａ カドミウム及び鉛の試験を行うとき、これ
に適合しなければならない。これに適合するとき、試験溶液中のカドミウ
ム及び鉛の量はそれぞれ５μｇ／ｍＬ以下となり、試料当たりに換算すると
１００μｇ／ｇ以下となる。 

ハ ジブチルスズ化合物（ポリ塩化ビニルを使用するものに限る。） 
Ｄ 材質別規格の項の２ 合成樹脂製の器具又は容器包装の目の（２） 

個別規格の３．ポリ塩化ビニルを主成分とする合成樹脂製の器具又は容器
包装のａ 材質試験の① ジブチルスズ化合物の試験を行うとき、これに
適合しなければならない。これに適合するとき、試験溶液中のジブチルス
ズ化合物量は二塩化ジブチルスズとして１μｇ／ｍＬ以下であり、試料当た
りに換算すると５０μｇ／ｇ以下となる。 

ニ クレゾールリン酸エステル（ポリ塩化ビニルを使用するものに限る。） 
Ｄ 材質別規格の項の２ 合成樹脂製の器具又は容器包装の目の（２） 

個別規格の３．ポリ塩化ビニルを主成分とする合成樹脂製の器具又は容器
包装のａ 材質試験の② クレゾールリン酸エステルの試験を行うとき、
これに適合しなければならない。これに適合するとき、試験溶液中のクレ



 

ゾールリン酸エステル量は１０μｇ／ｍＬ以下であり、試料当たりに換算す
ると１㎎／ｇ以下となる。 

ホ 塩化ビニル（ポリ塩化ビニルを使用するものに限る。） 
Ｄ 材質別規格の項の２ 合成樹脂製の器具又は容器包装の目の（２） 

個別規格の３．ポリ塩化ビニルを主成分とする合成樹脂製の器具又は容器
包装のａ 材質試験の③ 塩化ビニルの試験を行うとき、これに適合しな
ければならない。これに適合するとき、試料中の塩化ビニル量は１μｇ／ｇ
以下となる。 

⑤ 常温保存可能品の容器包装にあっては、遮光性を有し、かつ、気体透過性
のないものであること。 

３．合成樹脂製容器包装、合成樹脂加工紙製容器包装、合成樹脂加工アルミニウム
箔（はく）製容器包装を製造する者は、製造した当該容器包装を殺菌し、１．及
び２．に規定する容器包装に使用する紙のふた又は合成樹脂、合成樹脂加工紙、
合成樹脂加工アルミニウム箔（はく）若しくは金属のうち二以上を用いる容器包
装に用いられる合成樹脂、合成樹脂加工紙、合成樹脂加工アルミニウム箔（は
く）若しくは金属を製造する者は、製造した当該紙のふた、合成樹脂、合成樹脂
加工紙、合成樹脂加工アルミニウム箔（はく）又は金属を殺菌すること。ただ
し、殺菌効果を有する方法で製造されたものにあっては、この限りでない。 

（２） 調製粉乳の容器包装又はその原材料の規格及び製造方法の基準 
１．調製粉乳の販売用の容器包装は、金属缶（開口部分の密閉のために合成樹脂を

使用するものを含む。以下同じ。）、合成樹脂ラミネート容器包装（合成樹脂に
アルミニウム箔（はく）を貼り合わせた容器包装又はこれにセロファン若しくは
紙を貼り合わせた容器包装をいう。以下同じ。）又は組合せ容器包装（金属缶及
び合成樹脂ラミネートを用いる容器包装をいう。以下１．において同じ。）であ
って、それぞれ次の規格又は基準に適合するものであること。 
ａ 金属缶又は組合せ容器包装は、密閉できる構造のものであること。 
ｂ 金属缶又は組合せ容器包装の開口部分の密閉に使用する合成樹脂は、ポリエ

チレン、エチレン・１―アルケン共重合樹脂又はポリエチレンテレフタレート
であること。 

ｃ 合成樹脂ラミネート容器包装又は組合せ容器包装に用いる合成樹脂ラミネー
トにあっては、内容物に直接接触する部分がポリエチレン、エチレン・１―ア
ルケン共重合樹脂又はポリエチレンテレフタレートであること。 

ｄ 内容物に直接接触する部分にポリエチレン、エチレン・１―アルケン共重合
樹脂又はポリエチレンテレフタレートを使用した容器包装にあっては、次の試
験法による試験に適合するものであること。この場合、試験に用いる試験溶液



 

の調製は、（１）の１．のｂの①のイ 試験溶液の調製を準用する。ただし、
液体を満たすことができる試料にあって、金属缶の密閉にポリエチレン、エチ
レン・１―アルケン共重合樹脂又はポリエチレンテレフタレートを使用したも
のにあっては、当該部分が下になるようにして満たす。 
① 重金属 

浸出用液として４％酢酸を用いて作った試験溶液について、重金属試験を
行うとき、これに適合しなければならない。これに適合するとき、試験溶液
中の重金属の量は鉛として１μｇ／ｍＬ以下となる。 

② 蒸発残留物 
浸出用液として４％酢酸を用いて作った試験溶液について、蒸発残留物試

験を行うとき、その量は１５μｇ／ｍＬ以下でなければならない。 
③ 過マンガン酸カリウム消費量 

浸出用液として水を用いて作った試験溶液について、過マンガン酸カリウ
ム消費量の試験を行うとき、その量は５μｇ／ｍＬ以下でなければならない。 

④ アンチモン（ポリエチレンテレフタレートを使用した容器包装に限る。） 
浸出用液として４％酢酸を用いて作った試験溶液について、原子吸光光度

法、誘導結合プラズマ質量分析法又は誘導結合プラズマ発光分光分析法によ
りアンチモンの試験を行うとき、これに適合しなければならない。ただし、
アンチモン標準溶液は、乳等の容器包装試験用のものを用いる。これに適合
するとき、試験溶液中のアンチモン量は０．０２５μｇ／ｍＬ以下となる。 

⑤ ゲルマニウム（ポリエチレンテレフタレートを使用した容器包装に限
る。） 

浸出用液として４％酢酸を用いて作った試験溶液について、原子吸光光度
法、誘導結合プラズマ質量分析法又は誘導結合プラズマ発光分光分析法によ
りゲルマニウムの試験を行うとき、これに適合しなければならない。ただ
し、ゲルマニウム標準溶液は、乳等の容器包装試験用のものを用いる。これ
に適合するとき、試験溶液中のゲルマニウム量は０．０５μｇ／ｍＬ以下とな
る。 

⑥ 破裂強度（合成樹脂ラミネート容器包装及び組合せ容器包装に限る。） 
容器包装の中央部分を切り取り試料とし、強度等試験法中の破裂強度試験

を行うとき、合成樹脂ラミネート容器包装にあっては、その強度の最大値
は、内容量が３００ｇ以下のものにあっては１９６ｋＰａ以上、３００ｇを
超えるものにあっては４９０ｋＰａ（外包装（小売りのために容器包装の上
にした包装をいう。）をした場合において、当該外包装と合わせた破裂強度
の最大値が９８１ｋＰａ以上であるときは、１９６ｋＰａ）以上でなければ



 

ならない。 
組合せ容器包装にあっては、試料は合成樹脂ラミネートを用いた部分のそ

れぞれの中央部分を切り取ったものとし、その強度の最大値は４９０ｋＰａ
以上でなければならない。 

ｅ 内容物に直接接触する部分に使用するポリエチレン及びエチレン・１―アル
ケン共重合樹脂には、添加剤を使用してはならない。 

ｆ 内容物に直接接触する部分に使用するポリエチレン及びエチレン・１―アル
ケン共重合樹脂は、次の試験法による試験に適合するものであること。 
① ヘキサン抽出物 

ヘキサン抽出物試験を行うとき、その量は２．６％以下でなければならな
い。 

② キシレン可溶物 
キシレン可溶物試験を行うとき、その量は１１．３％以下でなければなら

ない。 
③ ヒ素 

ヒ素試験（材質試験）を行うとき、これに適合しなければならない。これ
に適合するとき、試験溶液中のヒ素の量は三酸化二ヒ素として０．１μｇ／ｍ
Ｌ以下となり、試料当たりに換算すると２μｇ／ｇ以下となる。 

④ 重金属 
重金属試験（材質試験）を行うとき、これに適合しなければならない。こ

れに適合するとき、試験溶液中の重金属の量は鉛として０．８μｇ／ｍＬ以下
となり、試料当たりに換算すると２０μｇ／ｇ以下となる。 

ｇ 内容物に直接接触する部分に使用するポリエチレンテレフタレートは、次の
試験法による試験に適合するものであること。 
① カドミウム及び鉛 

Ｄ 材質別規格の項の２ 合成樹脂製の器具又は容器包装の目の（１） 
一般規格の１．材質試験のａ カドミウム及び鉛の試験を行うとき、これに
適合しなければならない。これに適合するとき、試験溶液中のカドミウム及
び鉛の量はそれぞれ５μｇ／ｍＬ以下となり、試料当たりに換算すると１００
μｇ／ｇ以下となる。 

ｈ 封かん 
強度等試験法中の封かん試験を行うとき、容器包装の破損又は空気漏れがな

いものでなければならない。 
ｉ 金属缶 

Ｄ 材質別規格の項の４ 金属缶（乾燥した食品（油脂及び脂肪性食品を除



 

く。）を内容物とするものを除く。以下４において同じ。）の目の定める規格
に適合するものであること。 

２．合成樹脂ラミネート容器包装を製造する者は、製造した当該容器包装を殺菌
し、合成樹脂ラミネート及び金属缶を用いる容器包装に用いられる合成樹脂ラミ
ネート又は金属を製造する者は、製造した合成樹脂ラミネート又は金属を殺菌す
ること。ただし、殺菌効果を有する方法で製造されたものにあっては、この限り
でない。 

５ 氷菓の製造等に使用する器具 
（１） 氷菓の製造に使用する器具は，洗浄に容易な構造を有し，内面及び接触面は

平滑で，さびを生じない原材料を使用するか，又はさびを生じないように加工され
たものでなければならない。 

（２） 氷菓の分注機械及び打栓機械は，洗浄及び殺菌が容易で，かつ，汚染を防止
できるものでなければならない。 

（３） 氷菓の保存又は運搬のための容器は，防塵（じん）及び防虫の装置を有し，
その融解水が氷菓に直接接触しないような構造でなければならない。 

６ 食品の自動販売機（食品が部品に直接接触する構造を有するものに限る。）及びこ
れによつて食品を販売するために用いる容器は，次の（１）から（３）までに掲げる
条件のすべてを満たすものでなければならない。 
（１） 自動販売機本体 

１．材質 
食品に直接接触する部品の材質は，ステンレス製等の有毒又は有害な物質が溶

出するおそれのないもので，かつ，耐酸性，耐熱性，耐水性及び不浸透性のもの
であること。ただし，食品をろ過するものにあつては，不浸透性の材質であるこ
とを要しない。 

２．構造及び機能 
ａ 食品に直接接触する部品の洗浄及び殺菌を行うことができるものであるこ

と。 
ｂ 食品又はこれに直接接触する部品に外部から容易に接触できないものである

こと。 
ｃ 食品を保存する部分にこれ以外の部分から発生する蒸気等の熱が影響を及ぼ

すことを防止するため，排気装置を有するか，又は食品を保存する部分とこれ
以外の部分との間に隔壁を設けたものであること。 

ｄ 食品を保存し，又は調理する部分は，ねずみ，こん虫等の浸入及び塵（じ
ん）埃（あい）等による汚染を防止できるものであること。 

ｅ 食品の取出口は，販売するときのほか，外部と遮断されるものであること。 



 

ｆ はし，コップ等飲食の用に供される器具及び調味料を保管する部分は，塵
（じん）埃（あい）等による汚染を防止できるものであること。ただし，塵
（じん）埃（あい）等により汚染されないように容器包装又は包装に入れ，若
しくは包まれたものを供する場合は，この限りでない。 

ｇ 食品を収納する扉は，施錠できるものであること。 
ｈ 調理を行うものにあつては，調理が販売の都度自動的に行われるものである

こと。ただし，コーヒーを抽出するものであつて，次のイからニまでに掲げる
条件のすべてを満たすものにあつては，販売の都度コーヒーを抽出することを
要しない。 
イ コーヒーを抽出する時の熱湯の温度が８５℃未満の場合は自動的に販売が

中止されるものであること。 
ロ 抽出されたコーヒーを６３℃以上に保つのに十分な能力の加熱装置を有

し，かつ，その温度を保てなくなつた場合は，自動的に販売が中止され，再
度自動的に販売されないものであること。 

ハ 抽出されたコーヒーが２２時間を超えて保存された場合は，自動的に販売
が中止されるものであること。 

ニ 抽出されたコーヒーを保存する部分（当該コーヒーに直接接触する部分に
限る。）を６３℃以上に保ちながら，１日１回２時間以上乾燥する装置を有
するものであること。 

ｉ 熱湯を用いて調理を行うものにあつては，販売の都度供給される熱湯の温度
が８５℃以上であり，かつ，熱湯の温度が８５℃未満の場合は自動的に販売が
中止されるものであること。ただし，粉末清涼飲料を調理するもの又は次のイ
及びロに掲げる条件のすべてを満たす調理に用いられる原料があらかじめ容器
に充てんされ，当該容器内において調理を行うものであつて，販売の都度供給
される熱湯の温度が７５℃以上であり，かつ，熱湯の温度が７５℃未満の場合
は自動的に販売が中止されるものにあつては，この限りでない。 
イ 粉末のもの又は細切されたものであつて，乾燥されたものであること。 
ロ 細菌数（生菌数）が検体１ｇにつき３，０００以下であり，大腸菌群が陰

性であること。この場合の細菌数（生菌数）の測定法及び大腸菌群試験法
は，第１ 食品の部Ｄ 各条の項の〇 粉末清涼飲料の１ 粉末清涼飲料の
成分規格の（３）の１．，２．及び３．に準じて行う。 

ｊ 食品（炭酸を含有する清涼飲料水及び容器包装詰加圧加熱殺菌食品を除
く。）を冷凍，冷蔵又は温蔵するものにあつては，食品の保存温度を調節でき
る自動温度調節装置及び食品の保存温度を示す温度計を有するものであるこ
と。ただし，清涼飲料水を販売するコップ販売式自動販売機であつて，パイプ



 

その他の部分の構造がすべて閉鎖式であり，かつ，密栓若しくは密封又はこれ
らと同等の処置が施された運搬器具を使用するものにあつては，この限りでな
い。 

ｋ 食品（炭酸を含有する清涼飲料水及び容器包装詰加圧加熱殺菌食品を除
く。）を冷凍，冷蔵又は温蔵するものにあつては，食品を次の温度に保つのに
十分な能力の冷却装置又は加熱装置を有し，かつ，その温度を保てなくなつた
場合は，自動的に販売が中止され，再度自動的に販売されないものであるこ
と。ただし，清涼飲料水を販売するコップ販売式自動販売機であつて，パイプ
その他の部分の構造がすべて閉鎖的であり，かつ，密栓若しくは密封又はこれ
らと同等の処置が施された運搬器具を使用するものにあつては，この限りでな
い。 
イ 冷凍するものにあつては，－１５℃以下 
ロ 冷蔵するものにあつては，１０℃以下 
ハ 温蔵するものにあつては，６３℃以上 

ｌ 水道法による水道により供給される水を使用するものにあつては，水を給水
栓から自動的に注入でき，かつ，逆流しないものであること。ただし，カート
リッジ式給水タンク（自動販売機に水を供給するために装置される容器であつ
て，取り外して用いるものをいう。以下この目において同じ。）により水を供
給するものにあつては，この限りでない。 

ｍ 水道法による水道により供給される水以外の水又はカートリッジ式給水タン
クの水を使用するものにあつては，当該水を使用する前に５分間以上煮沸でき
る加熱殺菌装置又はこれと同等以上の効力を有する殺菌装置若しくは細菌ろ過
装置を有するものであること。 

（２） カートリッジ式給水タンク 
１．材質 

水に直接接触する部分の材質は，ステンレス製等の有毒又は有害な物質が溶出
するおそれのないもので，かつ，耐酸性，耐水性及び不浸透性のものであるこ
と。 

２．構造 
給水口等の開口部は，ねじ込み式等の栓又はふたにより密閉でき，かつ，運搬

時に露出しないものであること。 
（３） 容器 

１．食品（清涼飲料水を除く。）を販売するために用いる容器は，洗浄され，か
つ，殺菌されたものであること。ただし，未使用の紙製，合成樹脂製，合成樹脂
加工紙製若しくはアルミニウム箔（はく）製容器又は組合せ容器（紙，合成樹



 

脂，合成樹脂加工紙又は金属のうち二以上を用いた容器をいう。以下この目にお
いて同じ。）であつて，かつ，殺菌され，又は殺菌効果を有する製造方法で製造
され，使用されるまでに汚染されるおそれのないように取り扱われたものにあつ
ては，この限りでない。 

２．清涼飲料水を販売する際に用いる容器は，未使用の紙製，合成樹脂製，合成樹
脂加工紙若しくはアルミニウム箔（はく）製容器又は組合せ容器であつて，か
つ，殺菌され，又は殺菌効果を有する製造方法で製造され，使用されるまでに汚
染されるおそれのないように取り扱われたものでなければならない。 

７ コップ販売式自動販売機又は清涼飲料水全自動調理機に収められる清涼飲料水の原
液の運搬器具又は容器包装 
（１） 金属製のものにあつては，ねじ込み式等の栓又はふたを有し，洗浄に容易な

構造であり，内面が平滑で，さびを生じない原材料を使用するか，又はさびを生じ
ないように加工されたものでなければならない。 

（２） 合成樹脂製のものにあっては、２ 清涼飲料水（原料用果汁を除く。以下２
において同じ。）の容器包装の目の（３） 合成樹脂製容器包装、合成樹脂加工紙
製容器包装及び合成樹脂加工アルミニウム箔（はく）製容器包装の規定を準用す
る。 

Ｆ 器具及び容器包装の製造基準 
１ 銅製又は銅合金製の器具及び容器包装は，その食品に接触する部分を全面スズメッ

キ又は銀メッキその他衛生上危害を生ずるおそれのない処置を施さなければならな
い。ただし，固有の光沢を有し，かつ，さびを有しないものは，この限りでない。 

２ 器具又は容器包装の製造に際し，化学的合成品たる着色料を使用する場合は，食品
衛生法施行規則別表第１に掲げる着色料以外の着色料を使用してはならない。ただ
し，うわぐすり，ガラス又はホウロウへ融和させる方法その他食品に混和するおそれ
のない方法による場合はこの限りでない。 

３ 氷菓の紙製，経木製又は金属箔（はく）製の容器包装は，製造後殺菌しなければな
らない。 

４ 器具又は容器包装を製造する場合は，特定牛の脊柱を原材料として使用してはなら
ない。ただし，次のいずれかに該当するものを原材料として使用する場合は，この限
りでない。 
（１） 特定牛の脊柱に由来する油脂を，高温かつ高圧の条件の下で，加水分解，け

ん化又はエステル交換したもの 
（２） 月齢が３０月以下の特定牛の脊柱を，脱脂，酸による脱灰，酸若しくはアル

カリ処理，ろ過及び１３８℃以上で４秒間以上の加熱殺菌を行つたもの又はこれら
と同等以上の感染性を低下させる処理をして製造したもの 


